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集中システム（CUS: centralised urban sanitation）では、例えば糞便のような比較的濃度の高い家庭廃
棄物の輸送に清浄な水(主に水道水)を使用している。また、肥料（窒素、リン、カリウム）のような有益な
副産物が回収されることはほとんどないなど持続可能なサニテ-ションと矛盾する点が数多く存在する。






























































































                      10 
第１章 参考文献 
 
１） 総務省：世界の統計 H18 版,2006. 
２） 農林水産省：世界の水資源と食料生産への影響,2007. 
３） 資源エネルギー庁：エネルギーに関する年次報告書（エネルギー白書）H18 版,2006. 
４） 環境省：環境白書 H19 版,2007. 
５） 化学経済:石油埋蔵量と生産可能年数,2007. 





10) 日経サイエンス：生物大量絶滅 温暖化が招いた大絶滅,2007．01. 
11) 環境省総合環境政策局：環境統計集 H20 版,2008. 

















23) 吉川暹編：新エネルギー最前線,化学フロンティア,p.23-25, p158,化学同人,2006. 
24) 山本和夫,健康で豊かな水環境を創造するための新しい水管理システムの可能性,健康科学総
合研究 Ｈ１４～１６総合報告書,p.1-4,2005. 
25) Piet Lens,Ggietje Zeeman,Gatze Lettinga 編,虫明功臣監修：分散型サニテーションと資源循環, 
p3-10, 技報堂出版,2005. 
                      11 
26) 谷口孚幸：循環型社会の構築をめざした都市用水システム計画法⑨,⑪ ,水道公論
VOL.40.1,VOL.40.3,2004. 











水道協会第 58 回全国水道研究発表会講演集,p.60-61,2007. 
32) 赤木信雄,金子真也,安野貴人：管路更新策定におけるアセットマネジメント手法の適用検討, 
日本水道協会第 59 回全国水道研究発表会講演集,p.98-99,2008. 












































                      13 





















○１９８７年：我ら共有の未来（Our Common Future） 
国連環境特別委員会（World Commission on Environment and Development：WCED ）（通称：ブル
ントラント委員会）が「持続可能な開発」(sustainable development)を定義。 
『持続可能な開発』とは「将来世代の要求を損なうことなく現在の世代の要求を満たす開発

























○GNNP (Green Net National Product：グリーン国民純生産）： 
国民純生産から自然資本の減耗分の価値額を引いた生産額の増加 
○ISEW (Index of Sustainable Economic Welfare：持続可能経済福祉指数)： 
所得分配、環境、家事労働や余暇などを考慮した 1 人当たり消費の持続的な増加 
②環境的指標 
○CEI (Core Environmental Indicators of OECD：OECD のコア環境指標)： 
環境政策を分析するために、約 50 以上の環境関連指標を設定 
○ES (Environmental Space：環境空間容量)： 
ある資源の使用量、汚染の排出量に対する、一人当たりの許容限度 
○EF (Ecological Footprint：エコロジカル・フットプリント)： 
持続可能な生活に必要な一人当たりの土地面積 
○２００５ ESI (Environmental Sustainability Index：環境持続可能性指数)： 
２１の環境指標から２００５年現在の世界各国の環境状態を点数化し、ランク付けしたもの 
③社会的要素を含む指標 
○HDI (Human Development Index：人間開発指数) 
平均寿命、教育達成度、1 人当たり実質国内生産から求められる指数 








１９９２年の持続可能な発展に関する世界経済人会議（WBCSD：The World Business Council for 



































































































































































M.Han らによる都市水源の自律性を示すＬＷＩR（Ｌocal water independency ratio）指標 21）や地区内の
水利用の自律性を表すウォーターサプライ・フットプリント（ＷＳＦＰ）指標 22）が提案されているが、これら
はマクロな評価指標であり、治水、利水、環境といった個々の評価には適さない。上下水道分野では、



























































































































































図 2-3-2(1) 環境価値の分類 
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２-３-３ 環境の貨幣評価方法 

















①旅行費用法(Travel Cost Method) 
海水浴やレクリエーションに人々が支払う旅行費用を調査して、その金額を海水浴場や野外レクリ
再生費用法 






（TCM: Travel Cost Methods） 
ヘドニック価格法 









図 ２-3-3(1) 環境評価手法の分類 
???????
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エーションの場の環境価値とするもの。複数目的地での行動が含まれる場合は過大評価になる恐れ
がある。 




○表明選好法（SP: Stated Preference） 





































表 2-3-４（１） 国土交通省関係環境評価マニュアル 
名称  マニュアルで扱われている事業（主な評価項目） 
仮想市場法 (CVM) 
(Contingent  Valuation   
























































































































































































地球環境指標河川・流域指標 水道指標 LCC 指標 
流域水環境健全度指数（域水環境指数） 
総合評価指標 
                      30 
 
表 2-4-6（１） 評価項目と評価指標一覧表 
 
  
 評価項目 地球環境指標 河川・流域指標 水道指標 LCC 指標
①地球温暖化 CO2排出量    
②森林の減少  自然緑地   
③土壌劣化砂漠化  （自然緑地）   
④生物多様性の減少  （自然緑地）   






⑥ｴﾈﾙｷﾞｰ資源の枯渇 ｴﾈﾙｷﾞｰ消費量    
①通常時の河川流量の減少  平常時流量   
②洪水被害ﾎﾟﾃﾝｼｬﾙの増大  洪水被害   
③非常時用水確保の困難化   渇水被害  
④水質問題の発生  河川水質   
⑤地下水位低下  平常時流量   
⑥ヒートアイランド現象  （湖沼等水面積）   






⑧親水機能の低下  河川への接近度   
①安心   安全性  
②安定   安定性  
③持続    LCC 




⑤国際 ― ―  ― 
①水のみち  河川水質、流量   
②資源のみち CO2、ｴﾈﾙｷﾞｰ    
下
水
道 ③施設再生    LCC 


























①自然緑地  （利用価値）流 域
指標 ②湖沼等水面 （利用価値）






































































































































CO2 については、その金銭評価法として、a 地球温暖化による被害額、b 取引額、c 除外費用額、d
炭素税額等の使用が考えられるが、既往の研究や資料では a は３，０００円/t-CO２46)、b は２，２２０円
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1)( ×−××= ERAfQ f ) 
A ：流域面積（kｍ２）、 f ：降雨(表面)流出率、 R ：年間降雨量（㎜/年）、 E ：年間蒸発散量（㎜/年） 
outQ ：河川からの取水量＋地下水等の下水道への漏出量(ｍ３／日) 
表 3-1-1(1) 気温と蒸発散能の関係 
月 Do ｔｊ Ep 
1 0.843 5.8 0.256799
2 0.908 5.9 0.285103
3 0.993 9 0.658691
4 1.081 14.8 1.730478
5 1.156 19.4 2.9887
6 1.194 23.2 4.237648
7 1.177 27.2 5.536706
8 1.114 28.4 5.656773
9 1.031 24.4 4.001024
10 0.942 18.1 2.153882
11 0.865 13.2 1.130708
12 0.824 8.3 0.473562
平均 1.011 16.5 2.42584
年間   885.4
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表 3-1-1(2) 地目別蒸発散量・抵抗係数・流出率 
 森林 農地 宅地 水面 道路 その他
蒸発量E（mm） 640 640 160 890 320 530 
抵抗係数Ｋｅ 0.72 0.72 0.18 1 0.36 0.6 
降雨流出率ｆ 0.3 0.2 0.7 1 0.9 0.5 
目標項目  水深（ｍ） 流速（ｍ/S） 
魚類の生息 コイ・フナ 0.15－0.2 0.3 
浅くて困難 ～0.１  
幼児が遊べる ～0.2 ～0.2 
川遊び等の 
親水活動レベル 
危険で困難 0.４以上 0.5 以上 























COD ××= 1000)(          ・・・・・・3-1-1(3) 




tL ＝ pL （点源負荷量）＋ nL （面源負荷量） 
Lp:生活排水、畜産系排水、産業排水、下水処理水の原単位の合計で、生活排水原単位は、文献７）で








表 3-1-1(4) 生活排水原単位 









表 3-1-1(５) 畜産系排水原単位 
 牛 豚 馬 
COD(g/頭/日) 530 130 700 
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0002.0)/( ×= AQqfα       ・・・・・・・3-1-1(４) 
とした。ここに、 )/( AQq ：比流量(m3/日/km２) 















図 3-1-1(1) 流域比流量と流達率 
 
③河川水質指標 Dq の算定式 
河川水質指標Dqは次式により算定した。 
00 )( QqqjD gqq ×−×=  ・・・3-1-1(5) 
ここで、 gq ：目標水質、 0q : 河川水質、 
qj ：水質価値原単位 
表 3-1-1(６) 産業排水原単位                    （単位：g/百万円） 
食料品 繊維 パルプ 化学無機 化学有機 石油石炭 皮革 
165 402 1110 218 1578 ２３ 620 
森林 農地 宅地 水面 道路 その他
28 4.9 39.6 ０ 39.6 22.25 
表 3-1-1(8) 農業用水単価算定内訳 
算定項目 数値 
全国農用地（田＋普通畑）面積(千 ha) 3760.0 
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qj は河川の水質（COD）が１ ｍｇ/L 変化することによる水質価値の変化を示すものである。 
水質とその価値に関しては、水道水（１００円/m3: COD 0.6 mg/L））と農業用水(4 円/m3: COD 
20mg/L)の単価と水質を用いて次式 3-1-1(6）に示す関係式を求めた。 
10395.4 +×−= xy qV         ・・・・3-1-1(6) 





目標水質（ｑｇ）は、COD ２ｍｇ/L とした。 
 
（３）流出及び水質モデルの検証 
石川、西除川流域（第 4章図４－１（１）参照）における過去 20年間の年間降雨 12）、気温 13）、土地利用















































































































































































































































































































































図 3-1-1(６) 西除川流量の観測値と計算値 
図 3-1-1(７) 西除川水質の観測値と計算値 
図‐3-1-1(５) 西除川の流域状況の変化 








表 3-1-1（９） 石川流域状況の推移 









1980 215,608 19,523 6.99 1432 15.3 
1981 220,459 21,000 7.25 1036 15.2 
1982 225,095 22,205 7.63 1510 15.9 
1983 228,855 23,105 7.81 1154 16.2 
1984 231,914 24,544 7.89 1070 15.7 
1985 235,053 25,630 7.93 1262 16.5 
1986 238,732 26,718 8.10 1044 15.6 
1987 243,859 27,005 8.61 969 16.5 
1988 249,358 29,658 8.86 1053 15.5 
1989 253,659 31,121 9.48 1422 16.3 
1990 257,095 44,101 9.67 1473 17 
1991 261,491 52,541 9.69 1285 16.5 
1992 264,728 59,923 9.72 1156 16.2 
1993 268,343 75,454 9.86 1495 15.5 
1994 272,317 82,061 10.03 652 16.7 
1995 275,078 88,951 9.99 1240 15.7 
1996 279,106 102,437 10.08 1131 15.5 
1997 281,858 112,083 10.13 1123 16 
1998 283,517 121,356 10.25 1453 16.7 
1999 284,366 130,765 10.24 1356 16.3 
2000 284,479 143,033 10.10 1253 16 
2001 284,563 152,687 9.95 1226 16.1 
2002 284,204 162,383 9.82 973 16.2 



















1985 222,029 43,140 7.51 1165 16.5 
1986 225,544 45,569 7.55 968 15.6 
1987 228,345 46,863 7.92 909 16.5 
1988 229,681 49,643 8.07 1163 15.5 
1989 229,577 54,520 7.92 1451 16.3 
1990 230,035 63,461 8.19 1375 17 
1991 230,344 72,647 8.27 1251 16.5 
1992 230,486 85,218 7.85 1063 16.2 
1993 231,330 95,245 8.23 1445 15.5 
1994 232,835 105,887 8.28 608 16.7 
1995 233,667 111,803 8.20 1206 15.7 
1996 234,377 123,634 8.27 1095 15.5 
1997 234,536 130,622 8.34 1138 16 
1998 234,385 140,616 8.24 1411 16.7 
1999 233,814 147,719 8.09 1328 16.3 
2000 233,500 158,790 8.06 1226 16 
2001 232,790 165,337 7.94 1225 16.1 
2002 232,212 174,110 7.79 918 16.2 









nnnaaaf rAfrAfQ ××+×××=     ・・・・・・3-1-1（7） 
ここに、 9.0=af 、 6.0=nf  ：都市域、 自然域の洪水流出係数 
na AA , ：都市域、 自然域の流域面積（km2） 
na rr , ：都市域、自然域の洪水到達時間（ na tt , ）内降雨強度（mm/h） 
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Lta ×=     7.0)(6.12 I
Ltn ×=                   ・・・・・ 3-1-1(8） 
 ここに、 L :流域長(ｋｍ)  I ：斜面勾配 
 降雨強度式は,大阪府流域下水道計画19）で用いられているシャーマン型の式（3-1-1(9)）を用いた。 













×= ∫∞   ・・・・3-1-1(10) 
ここに、 fJ ：洪水被害原単位（億円/年/m3/s）、 
)(Qg ：洪水流量Qの発生確率 
0Q ：河川の流下能力（ｍ３/S） 















=                             ・・・・3-1-1(11) 
)ln(xy =                                         ・・・・3-1-1(12) 
となる。ここにQを合理式で表現し
Af
Qrx ×== 、 fAAf α=× とおき 
rrAfQ fA ×=××= α                                ・・・・3-1-1(13) 
として、各到達時間内の年間最大降雨強度 rが対数正規分布するとし、 





(mm/h) α β 
１/10 53.8 5.7 970 0.706
1/20 60.3 6.4 1085 0.706
1/50 68.7 7.3 1234 0.705
1/100 75.0 7.9 1362 0.708
平均値(μ） 37.2 4.0 659 0.702
表 3-1-1（12） 降雨強度の平均値と標準偏差 
 最大降雨強度（㎜/h)
  １時間 １日 
平均(μｙ） 3.58 1.34 
標準偏差（σｙ） 0.32 0.31 





































































JD 11X ×××=×××= µµα               ・・・3-1-1(15) 
となる。ここに )(Qω ：治水安全度、 fN :リターンピリオドである。 
Xµ は、降雨強度の平均値であるから、表 3-1-１（1１）より 








a ×××+××⋅⋅=          ・・・3-1-1(16) 
 
と表せる。さらに、式 3-1-1（8）と式 3-1-1（９）から、 
491.0)(436)( −×=
I
Ltr a  
491.0)(111)( −×=
I



















ff νν        ・・・3-1-1(18) 
となる。 





















{ } LBrhwIJDwac a ∆×−+⋅−⋅= ∑ )3()0.3(       ・・・・3-1-1(19) 
 
ここに、 hw ：水面からの高さ（ｍ）、 I ：のり面










cn AJDrn ×=      ・・・・3-1-１(２０) 
































aaywwyw AJAjN ×+×=  ・・3-1-2(1)  
ここに、 wA ：森林面積（ｋｍ２） 
aA ：農地面積（ｋｍ２） 
  wyJ ：森林原単位（0.15 億円/km2/年） 







wawaw AqfJI ××= )( 0                         ・・・・ 3-1-2(2) 
ここに、 waJ ：水面価値原単位（0.51 億円/km2/年）、 )( 0qf ：水質価値指数、 waA ：水面面積（㎞ 2） 
0q :湖沼等の水質（CODmg/L）で、 河川水質指標で示した式(3-1-1(6))を用いて、 
表 3-1-2(1) 森林の多目的機能 
 森林の多目的機能 評価額（億円）  選択項目 
二酸化炭素吸収 12391 ○ 
化石燃料 2261 ○ 
表面侵食 282565 ―（評価外） 
表層崩落 84421 ―〃 
洪水緩和 64686 ▲（洪水指標） 
水資源貯留 87407 ▲（平時流量） 
水質浄化 146361 ▲（河川水質） 
保健リクリエーション 22256 ○ 
計   36908
森林面積：2500 万 ha 
原単位：0.15 億円/km2/年 
表 3-1-2（２） 農地の多目的機能 
 農地の多目的機能 評価額（億円）  選択項目 
洪水防止 34988 ▲（洪水指標） 
水資源涵養 15170 ▲（平時流量） 
土壌浸食防止 3318 ―（評価外） 
土砂崩壊防止 4782 ―  〃 
有機性廃棄物処理 123 ○ 
気候緩和 87 ○ 
保健休養・安らぎ 23758 ○ 
計   23968
耕地面積 ：470 万 ha 
原単位：0.51 億円/km2/年 
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Lmgq /20 =  で 1)( 0 =qf , Lmgq /200 =  で 0)( 0 =qf  とすれば 次式で表される。 

























iQiQ ×++=                  ・・・3-2-1（１） 
ここに、 
)(iQn  ：n 年渇水年における最大流量日から i 番目の日の流量（ｍ３/日） 
)365(nQ ：n 年渇水年における最低流量(ｍ３/日) 
)365(0NQ ：安定利水水量（計画対象確率年 N年の日最低流量(ｍ３/日)） 







T = とすると、 
0nT は最低流量 )365(nQ の関数 )( )365(nQf で表せる。 






流量に変化がなければ )365(0NQ と等しくなる。） 
)(irn ：n 年渇水年における最大流量日から i番目の日の制限率 








iQir −=                                 ・・・・3-2-1（２） 
0365 iX n −=                                      ･・･･3-2-1（３） 
と表せる。 
 

























  と置くと 式 3-2-1 (2) 式 3-2-1 (5)より 
γ××−= )365(00 365 nn rTi 、制限期間 nX は 
)365(0 nnn rTX ××= γ                                  ・・・・3-2-1（６） 
となる。 
次に完全断水期間 0T は、式 3-2-1（１）より 





















i γ iTO 
0)365(0 )1(3650 nn TriT ××−=−= γ                      ・・・・3-2-1（７） 





















































図 3-2-1（2） 石川の流況 















































































一人一日給水量を q （m3／人／日）とすると、水道水の価値 )(qC （円/m3）は次式で表せる２２）。 
qbeaqC ⋅−⋅=)(                                     ・・・・3-2-1（８） 
また、 0qq < のときの一人一日あたりの被害額( )(qD )は次式となる。 
( )0)( qbqb ee
b
aqD ⋅−⋅− −⋅=                              ・・・・3-2-1（９） 
 
ここに qo:平常時の一人一日給水量（給水原単位） 







W=λ   ・・・・3-2-1（10） 
給水人口を P (人)とすると 





×= λ                                   ・・・・3-2-1（1１） 
通常時の水の価値は 
3
0 /100)( 0 meaqC
qb 円=⋅= ⋅−                                  ・・・・3-2-1（12） 







































































































                                               ・・・・3-2-1（1４） 
表 3-2-1（１） 給水量 qoと a,bの値 
qo(m3/人/日) a b 
0.4 734,665 22.255
0.3 1,014,768 30.75



















































































































                                              ・・・・3-2-1（１６） 

















































⋅−⋅⋅− = γγ   ・・・・3-2-1（１７） 
 
となる。同様に、式 3-2-1（１６）のカッコ内の第２項は 







−⋅⋅−= γ                       ・・・・・3-2-1（１８） 
 





































































一日当たりの被害 D(n)は、断水率 rn（i）=1 で最大となることから、ｒｎ(i)＞１の場合には、式 3-2-1（９）より 
{ }01)0( qbe
b
aD ⋅−−⋅=  
となり、式 3-2-1(1３)は 

















n qDDPqDiqDPnDLp             ・・・・3-2-1(２０) 
となる。また、式 3-2-1（７）より、式 3-2-1(２０)は次式で表わせる。 












































−⋅− γγγγ  
                                                ・・・・3-2-1（２２） 
 
また、河川流況から豊水流量 )95(nQ から最大流量 )1(nQ まで急速に流量が増加すること。 
淀川の過去の取水制限期間は 250 日以内であることから、給水制限期間の最大値は２７１日とした。 
これにより、取水制限がなくなるのは式 3-2-1（５）より 953661 )365(0 =××−=+ nno rTi γ 日 
すなわち 






T >×γ  
となることから、 













T =×γ とする。 
 
以上の条件のもとで、 




)( nnr drrfnDLPD ⋅×= ∫∞                            ・・・・3-2-1（２３） 
ここに、 )365(nr ): n年の最大給水制限率、 )( )365(nrf ： )365(nr の発生確率、 P :流域人口である。 
 








  ippfp DVPPD ×××=                              ・・・・3-2-1（2４） 
ここに、 pP ：路線が受け持つ給水人口（人）、 pV ：路線の復旧速度（日/件）、 iD ：１人1日当たり断水被
害額、 fP ：平常時の事故件数(件/年)で次式で与えられる。 
       rpff CCP α××=                              ・・・・3-2-1（2５） 
ここに,Cｆ：事故危険度係数(表3-2-1(2))、 pC ：管径による補正係数(表3-2-1(３))、 rα ：事故断水率。 


















Qｄｍ＝Qdｐ×負荷率         ・・・・3-2-1(2７) 
Qｄｐ＝Qｄｐｐ×施設稼働率    ・・・・3-2-1(2８) 
Qｃ＝Qｈｐｐ 
となり、管路の流下能力から、以下のとおり Pp を算定した。 
ﾍｰｾﾞﾝｳｨﾘｱﾑｽ公式より管内流速・流量は次式で与えられる。 
54.063.0355.0 IDCV ××= 、 14.3)5.0( 2 ××⋅= DVQc        ・・・・3-2-1(2９) 
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ここに、V :流速（ｍ/s）、D :管径（ｍ）、 cQ :流量（ｍ３/s）、C :流量係数＝100、 I :動水勾配＝0.20% 
ここで、時間係数をkとすると、計画時間最大配水量Qｈｐｐは 
24/dpphpp QkQ ×=              ・・・・3-2-1(３０) 
となり、表3-2-1（４）より負荷率×稼働率を０．６２、「水道施設







QkQ  ・・・・3-2-1(３１) 
ここで hppQ を管路の流下能力 cQ とすれば、式3-2-1(３１)より1日平均給水量 dmQ は次式で求まる。 
)9372.0/1(368.5 cdm QQ ×=                                ・・・・3-2-1(３２) 
 
表 3-2-1（５） 管径あたりの給水人口（路線が受け持つ給水人口） 
管径 流下能力（Qc） 1 日平均給水量（Qdm） 給水人口（Pｐ） 
（mm） (ｍ３/S) (m３/日） （m3/日） （人） 
75 0.001175 102 25 63 
200 0.015499 1339 392 980 
400 0.095945 8290 2743 6857 
650 0.344008 29722 10713 26782 
850 0.696591 60185 22743 56857 











表 3-2-1（４） 負荷率と稼働 
負荷率 稼働率 稼働率×負荷率
0.86 0.72 0.62 





Φ1000 以上 3 











                     ・・・・3-2-1（３３） 
ここに、 P ：人口(人)、 dL ：断水期間（日）、 iD :被害原単位（3.3 万円/日/人）、 aT :地震発生周期（５０
年）、 iY :初期断水率で算定は次式を用いた 2６）。 
))(0473.01(
1
61.1−×+= βmi RY                  ・・・・3-2-1（３４） 
ここに ( )βmR ：管路地震被害率（件/ｋｍ）、 β ：地震の最大加速度で、 ( )βR ：標準被害率（件/ｋｍ）と
すると、次式で与えられる。 
( ) ( )ββ RCCCCR gdpm ××××= 1               ・・・・3-2-1（３５） 
( ) 97.16 )100(1088.2 −××= − ββR                 ・・・・3-2-1（３６） 
ここに、Cp,Cｄ,Cg,C1 は、管種、管径、地盤、液状化条件による係数。また、地震発生周期は５０年とし、
断水期間 Ld は、水道管路の管種、管径別の延長と管路地震被害率 Rm（β）より地震による流域全体の
被害件数 Nd を求め、復旧速度 Vｄを 10 箇所/1 日として次式で求めた。 
Ld=Nd/Vd                               ・・・・3-2-1（３７） 
なお用水供給管路の復旧速度は 1 箇所/３日とし、復旧前は通水率０とした。 
 
表 3-2-1（７） 管種別被害係数 
管種（ｍｍ） ダグタイル 耐震継手 鋳鉄管 塩ビ管 鋼管 石綿 その他 
Ｃｐ＝ 0.3 0 1 1 0.3 1.2 1.2 
 
表 3-2-1（８） 地盤性状別被害係数 
地形地質 改変山地 改変丘陵地 谷・旧水部 沖積平野 良質地盤 
Ｃｇ＝ 1.1 1.5 3.2 1 0.4 
 
表 3-2-1（９） 管径別被害係数 
管径(mm) Φ７５ Φ100～150 Φ200～450 Φ500～８００ Φ900 以上 
Ｃｄ＝ 1.6 1 0.8 0.5 0.2 
 





Dpa＝Dpa1×αｙ＋Dpa2×γｙ２+Dpa2（１－γｙ２）×（１－α）     ・・・・3-2-1（３８）    














 DALY = YLL ＋ YLD  
 (死亡)  YLL (Year of Life Lost) = Σci・ei・di             ・・・・・3-2-2(1) 
           ci ： 年齢層 i の死亡に対する価値の加重 
                                  （専門家集団によるデルファイ法等で算定） 
          ei : 年齢層 i の平均余命、di : 年齢層 i の致命的な症例数 
 (障害) YLD (Year of Life with Disability) = ΣN・L・W 




ない。化学物質の水質基準値、勧告値には、無毒性量（NOAEL： No Observed Adverse Effect Level）














んリスクは、濃度に比例するものとして[濃度／基準値 or 勧告値]×１０-５でとして、発ガン物質に係る YLL
は下式により算出した。 
ここで、平均余命は厚生労働省の簡易生命表を利用する。また発ガンによる死亡確率は 60%、症状の
重さは 1 とした。 
YLL＝Σ年齢毎人口比率×年齢毎発がんﾘｽｸ×（年齢毎平均余命／(年齢＋年齢毎平均余命)） 



















































表 3-2-2 (1) 淀川原水と処理水の 
発がんリスクおよび DALYｓ 
発がんリスク （×１０－５） 原水 通常 高度
ブロモジクロロメタン ０ 0.08 0.01
ジクロロ酢酸 ０ 0.28 0.00
 
臭素酸 ０ ０ 0.40
年間 DALYｓ(×１０－６/年） ０ 0.46 0.52

























過で２ｌｏｇ オゾン、活性炭処理で２log とし、通常処理で２log、高度処理で４log とした。 





１～１０億円という VSL（確率的生命価値）は、２５０万～２５００万円の「生存の価値（value of a life-year）」
を意味する」とされている３０）。 
○EPS（ｽｳｪｰﾃﾞﾝ１９９９）では健康被害 単位ELU YＯLL(Year Of Lost Life)：８５，０００ELU/人/年として
おりこれを（１ELU=1EURO １EURO=１２１円）円に換算すると１０．２８５百万円/人/年となる。 





表 3-2-2(2) 淀川原水と処理水の 
  クリプトスポリジウムと DALY 
 原水 通常 高度
クリプトスポリジウム(個数/10L) ０．８２ － － 
年間 DALYｓ(×１０－６/年） １２３ 1.23 0.01






















リウム消費量 mｇ/L）と処理後の浄水水質 yの相関を取ると図 3-2-2（２）より、次の関係が得られる。 
83.0207.0 += xy                    ・・・・・3-2-2(3) 
ここに、 y ： 浄水水質（過マンガン酸カリウム消費量 mg/L） 
x  : 原水水質（過マンガン酸カリウム消費量 mg/L） 
 





























図 3-2-2（２） 通常処理による有機物等の処理性 
 












9.10126.1 +×−= txrDd                     ・・・・3-2-2(４) 
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東京都 26 51.9 横浜市 22 79.9 
横浜市 22 74.8 札幌市 28 93.5 
札幌市 16 89 松江市 22 85.6 
豊中市 21 78.7 名古屋市 24 67.5 
松江市 20 52.8 大阪市 26 86.3 
名古屋市 28 90.3 堺 市 18 76.2 
岡山市 20 94.3 郡山市 22 69.2 
福島市 27 76.4 千葉県 28 33 
西宮市 32 90.5 山形市 14 96 
秋田市 32 42.2 広島市 18 81 
大阪市 26 90.3 伊丹市 34 26.8 
横須賀市 22 40.6    
神戸市 34 90    
郡山市 24 71.1    




直接飲用しないことによる費用（非飲用被害原単位： Jd ）を１万円/人/年とした。非飲用指標 NDd は、
3-2-2(４)式の直接飲用率Dd と給水人口 P 、非飲用費用原単位 Jd より 3-2-2(5)式で算定できる。 
 
PDdJdNDd ×−×= )1(                       ・・・・3-2-2(5) 
 
表 3-2-2(４) 非飲用指標原単位の算定 
東京都東村山浄水場（世帯人数 2.15 人） 
水質改善行動 実施割合 単価   (円/人/年) 
沸騰消毒 21.6 2400 円/世帯/年 241 
浄水器設置 39.5 6550 円/世帯/5 年 241 
フィルター交換 39.5 8820 円/世帯/年 1621 
ボトルウォータ 12.8 33000 円/人/年 4224 
合計 73.9   6327 
 非飲用原単位: 6327/0.739 = 8561 






過去 50 年間に淀川で実際に起きた水質事故は以下のとおりである。 
○昭和４３年３月：シアン流出（瀬田川で多量の魚が浮上。工場からの廃液） 
○平成６年 6 月：有機溶剤混入 







制限率 wtγ ＝制限水量/需要水量とし、 
給水制限による被害度は、渇水被害と同じ水質価値曲線を用いた。 
qbeapC ⋅−⋅=)( Ｃ(ｑ)  （円/m3）                    ・・・・3-2-2(６) 
ここに、一人一日給水量  q （ｍ３/人/日）、 ba, は表 3-2-1(１)参照 
ここで、平常時の給水量を 0q （m3/人/日）とすると、水質事故時における一人１日の供給量 wtq は
wtwt qq γ×= 0                                ・・・・3-2-2(７) 
                    
 となり、水源水質被害指標 IDｗｔは次式で計算できる。  
IDｗｔ＝ ( ) wtqbqwtbwtwt fTdPeebafqD ×××−⋅=× ⋅−⋅− 0)(       ・・・3-2-2(８) 
ここに、 P :給水人口(人)、Td ：断水期間（日）、 wtf ：事故発生頻度    
 




















































また、建設段階の CO2排出量またはエネルギー消費量の算出の際には、耐用年数で除して 1 年間当
たりの環境負荷量に換算した。 
 
表 3-3-1（１） 費用関数 
  対象施設 費用関数(95 年度価格・百万円） 
取導水施設(土木） 0.044×Q  
取導水施設(設備） 0.0067×Q  






ポンプ場 490×N 下水道 
処理場 588×(Ｑ/1000)0.719 
Ｑ:日最大配水量（ｍ3/日）ｘ:管径（mm）Ｌ(x):管渠延長(ｋｍ)  N:施設数 
 
表 3-3-1（２） LCＩ原単位 (建設段階) 
  部門 エネルギー消費 CO2排出 
土木（上水道） その他の土木建設 1.00TOE/百万円 1.05t-C/百万円 
土木（下水道） 河川・下水道・その他の公共事業 0.914TOE/百万円 1.00t-C/百万円 












































表 3-3-1（3） 耐用年数  
 対象施設 耐用年数 
取導水施設(土木） 40 年 
取導水施設(設備） 15 年 
浄水施設(土木） 40 年 
浄水施設(設備） 15 年 
配水池 40 年 
上水道 
配水管 40 年 
管渠 50 年 
ポンプ場(土木) 50 年 
ポンプ場(設備) 15 年 
処理場(土木） 50 年 
下水道 
処理場(設備） 15 年 
      表 3-3-1(4)上下水道 LCＩ原単位(運用段階)  
 エネルギー消費 CO2排出 
塩素 9.54 kcal/g 299 kg-C/t 
PAC 0.58 kcal/g 299 kg-C/t 
苛性ソーダ 7.23 kcal/g 178 kg-C/t 
A 重油 9300 kcal/l 0.736 kg-C/l 
電力 2250 kcal/kWh 0.104 kg-C/kWh 
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上下水道再構築パターンの設定を行った。    
 




























































































図 4-1-1(1) 石川中流部の写真 
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          図４-1-1（４） 石川流域の水道供給量の内訳 
図 4-1-1(2) 石川流域土地利用の変化 




























    
図 4-1-1(７) 西除川流域土地利用の変化 
図 4-1-1(６) 西除川中流部写真 
図 4-1-1(5) 狭山池ダム写真 





























































































図 4-1-1（９） 西除川流域の水道供給量の内訳 
 
 
         

















表 4－2(1) I,N 流域土地利用内訳 
 
表 4-2(2) I,N 流域の気候および河川状況 
 I 流域 N 流域 
降雨量（ｍｍ/年） １２００ １２００ 
気温(℃) 16.5 16.5 
河川延長(km) 28 １２ 
河川勾配 1/600～1/１00 1/500～1/250 
川幅（ｍ） 200～50ｍ(天端幅５～６m) 20～30ｍ(天端幅 3m) 
治水レベル １/20 １/10 
 
I 流域            分割流域 Ｎ流域            分割流域 
地目内訳 面積 I1 I2 I3 I4 地目内訳 面積 N1 N2 N3 N4 
農地 25 2 3 8 12 農地 10 4 2 2 2
森林 119 26 38 35 20 森林 6 6 0 0 0
宅地 25 1 5 8 11 宅地 20 5 5 5 5
水面 7 1 1 2 3 水面 4 1 1 1 1
道路 10 1 2 3 4 道路 4 1 1 1 1
その他 34 4 6 14 10 その他 6 3 1 1 1
合計（ｋｍ２） 220 35 55 70 60 合計（ｋｍ２） 50 20 10 10 10
































ケース ０ （図４-３(１)） 
 現状の石川、西除川流域に近いケース。 
I 流域：下水道整備率５０％ 
用水供給 ４万ｍ３/日、自己水 ６万ｍ３/日  
N 流域：下水道整備率７０％。 
用水供給 ８万ｍ３/日、自己水 ２万ｍ３/日 
         



































































図 4-３(３) 検討ケース１－２ 




ケース ２ （図４-３(４)） 
自己水源を廃止し、用水供給１００％とするケース。 （河川への下水道還流量０） 
 




図４-３(４) 検討ケース ２ 


















０ １０ ４ ６ ５０％ ０ 
１ １０ ４ ６ １００％ ０ 
１－１ １０ ４ ６ １００％ 10 
１－２ １０ ０ １０ １００％ 10 
２ １０ 10 ０ １００％ ０ 















０ １０ ８ ２ ７０％ ０ 
１ １０ ８ ２ １００％ ０ 
１－１ １０ ８ ２ １００％ ６ 
１－２ １０ ０ １０ １００％ １０ 
２ １０ １０ ０ １００％ ０ 



























表 4-３（１） Ｉモデル流域における検討ケース      表 4-３（２） Ｎモデル流域における検討ケース
図４-３(５) 検討ケース ３ 
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I-1 20000 8000 0 8000 40000 0 
I-2 50000 20000 10000 10000 0 0 
I-3 90000 36000 15000 21000 10000 0 
I-4 90000 36000 15000 21000 30000 0 
０ 
計 250000 100000 40000 60000 80000 0 
I-1 20000 8000 0 8000 40000 0 
I-2 50000 20000 10000 10000 0 0 
I-3 90000 36000 15000 21000 10000 0 
I-4 90000 36000 15000 21000 30000 0 
１ 
計 250000 100000 40000 60000 80000 0 
I-1 20000 8000 0 8000 40000 40000 
I-2 50000 20000 10000 10000 0 0 
I-3 90000 36000 15000 21000 10000 30000 
I-4 90000 36000 15000 21000 30000 30000 
１－１ 
計 250000 100000 40000 60000 80000 100000 
I-1 20000 8000 0 8000 40000 40000 
I-2 50000 20000 0 20000 20000 0 
I-3 90000 36000 0 36000 30000 30000 
I-4 90000 36000 0 36000 30000 30000 
１－２ 
計 250000 100000 0 100000 120000 100000 
I-1 20000 8000 8000 0 0 0 
I-2 50000 20000 20000 0 0 0 
I-3 90000 36000 36000 0 10000 0 
I-4 90000 36000 36000 0 10000 0 
２ 
計 250000 100000 100000 0 20000 0 
I-1 20000 8000 8000 0 0 0 
I-2 50000 20000 20000 0 0 0 
I-3 90000 36000 16000 20000 30000 0 
I-4 90000 36000 16000 20000 30000 0 
３ 
計 250000 100000 60000 40000 60000 0 
取水量には区間 I-3 で 10000m3/日、区間 I-4 で 10000m3/日の流域外に給水する取水を含む。 

















N-1 70000 28000 28000 0 0 0 
N-2 60000 24000 4000 20000 20000 0 
N-3 60000 24000 24000 0 0 0 
N-4 60000 24000 24000 0 0 0 
０ 
計 250000 100000 ８0000 ２0000 20000 0 
N-1 70000 28000 28000 0 0 0 
N-2 60000 24000 4000 20000 20000 0 
N-3 60000 24000 24000 0 0 0 
N-4 60000 24000 24000 0 0 0 
１ 
計 250000 100000 ８0000 ２0000 20000 0 
N-1 70000 28000 28000 0 0 0 
N-2 60000 24000 4000 20000 20000 60000 
N-3 60000 24000 24000 0 0 0 
N-4 60000 24000 24000 0 ０ 0 
１－１ 
計 250000 100000 ８0000 ２0000 20000 ６0000 
N-1 70000 28000 0 28000 0 0 
N-2 60000 24000 0 24000 20000 20000 
N-3 60000 24000 0 24000 40000 40000 
N-4 60000 24000 0 24000 40000 40000 
１－２ 
計 250000 100000 0 100000 100000 100000 
N-1 70000 28000 28000 0 0 0 
N-2 60000 24000 24000 0 0 0 
N-3 60000 24000 24000 0 0 0 
N-4 60000 24000 24000 0 0 0 
２ 
計 250000 100000 100000 0 0 0 
N-1 70000 28000 28000 0 0 0 
N-2 60000 24000 24000 0 0 40000 
N-3 60000 24000 24000 0 0 0 
N-4 60000 24000 24000 0 0 0 
３ 
計 250000 100000 100000 0 0 40000 
 

































５） 国土交通省国土計画局：国土数値情報(H9), L03-09M-27, W07-52M,2007. 
６） 総務省統計局：地域メッシュ統計（H12）,2002. 
７） 大阪府：大阪府統計年鑑（昭和 50～平成 15 年度版）,1976-2004. 
８） 総務省自治財政局：地方公営企業年鑑（平成 15 年度版） 
９） 気象庁：気象統計情報（大阪年ごとの値）,2007. 
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第 5 章 モデル流域でのケース別総合評価 








に示すとおり、現況（２０００）でのケース別の平時流量 Qo と河川水質（COD）を求めた。 
これによれば、I、N 流域とも、ケース 1 では現状から下水道の整備が進み、水質は改善されるものの、
家庭排水の流入がなくなる分、平常時流量が減じその効果は相殺される。  
I 流域では、下水の処理水を河川に還流するケース１-１を含めその他のケースで平常時の流量が回




















ＣＯＤ 3.7 2.7 3.5 3.5 2.6 2.6 
平時流量 9.2 6.9 11.8 9.5 10.5 9.4 
０ １ １-１ １-２ ２ ３
 





















ＣＯＤ 8.2 5.9 5.5 5.4 5.7 5.5 
平時流量 3.0 0.8 5.8 2.5 2.5 5.8 
０ １ １－１ １－２ ２ ３
 
図５-1-1(２) Ｎ流域平常時流量および水質（ＣＯD） 



















I 1 7 60 500 0.03 16.6 0.1 0.32 
I 2 5 55 300 0.03 19.7 0.1 0.41 
I 2－I 3 9 20 250 0.03 7.8 0.1 0.45 
I 3－I 4 7 20 100 0.03 8.8 0.1 0.51 
 












N1-N2  8.5 250 0.03 3.3 0.1 0.45 
N2-N3 4 16 250 0.03 6.3 0.1 0.45 
N3-N4 4 19.5 300 0.03 7.0 0.1 0.41 




図 5-1-1(1),(２)の平常時流量と表 5-1-2 (1),(２)に示す目標流量から、第３章の式 3-1-1(2)を用いて平




これによれば、I 流域では、ケース 2（図 5-1-3（１））が、N 流域ではケース 1-1（図 5-1-3（２））が、最も
高く評価される。 この I、N 流域における評価の差は、Ｉ流域はＮ流域に比して、流域人口に対して流域
面積が広いために、下水還流量に比して河川流量が豊富で下水処理水の還流効果が少ないことと、N
流域の河川水質が COD ８ｍｇ/L であるのに対して、Ｉ流域の河川水質は COD ３mg/L と下水処理水の































０ 3.7 9.2 -3.3 -6.2 ０ 8.2 3.0 -3.4 -3.8 
１ 2.7 6.9 -1.2 -8.4 １ 5.9 0.8 -0.6 -6.3 
１-１ 3.5 11.8 -2.7 -3.7 １-１ 5.5 5.8 -3.6 -0.4 
１-２ 3.5 9.5 -2.5 -5.8 １-２ 5.4 2.5 -1.6 -4.3 
２ 2.6 10.5 -1.4 -4.7 ２ 5.7 2.5 -1.7 -4.3 





















流量指標 -6.2 -8.4 -3.7 -5.8 -4.7 -5.5 
水質指標 -3.3 -1.2 -2.7 -2.5 -1.4 -1.3 
0 1 １－１ １－２ 2 ３
 






















流量指標 -3.8 -6.3 -0.4 -4.3 -4.3 -0.4 
水質指標 -3.4 -0.6 -3.6 -1.6 -1.7 -3.7 
0 1 １－１ １－２ 2 3
 
図５-1-3(２) N 流域におけるケース別平常時流量、水質指標 
 











 I 流域 N 流域 
流域勾配（I） I=５００m/２５km=1/２００ I=200m/20km=1/100 
流域長（L） L=２５km L=20km 
（L/√I）＾-０．49１ 0.056 0.074 
都市化率(ν) ν=0.３１ ν=0.65 
治水レベル（Nf） Nf＝２0（年確率） Nf＝10（年確率） 
R1= 436(L/√I)-0.49１ 24.4 32.29 
R2= 11１(L/√I) -0.49１ 6.23 8.24 
算定式 Df＝Jf×A×1/3.6 (0.9νR1+0.6（１－ν）R2)/Nf    Jf＝0.1 億円/年 





した（表 5-1-5(1),(２)）。ここで、用地単価は河川沿川の公示価格より１００千円/m2、年間単価 Jaを 2千円
/年/m2(１００千円/m2/５０年)とした。 
 










区間 左岸 右岸 左岸 右岸 H L  
I 1 1 1 4 4 4 7 98 
I 2 1 1 4 4 4 5 70 
I 2－I 3 2 2 6 6 4 9 18 
I 3－I 4 2 2 6 6 4 7 14 


















区間 左岸 右岸 左岸 右岸 H L  
N1-N2 0.5 0.5 3 3 5.5 4 110 
N2-N3 0.5 0.5 3 3 5.5 4 110 
N3-N4 0.5 0.5 0 0 5 4 124 
















区間 左岸 右岸 Bc L  
I 1 4 4 ０ 7 56 
I 2 4 4 ０ 5 40 
I 2-I 3 4.5 4.5 ０ 9 81 
I 3-I 4 7.4 7.4 ０ 7 103.6 
計     280.6 
河川自然度指標：Dｎ=－５．６億円/年 
 









区間 左岸 右岸 Bc L 左岸 
N1-N2 2.75 2.75 ０ 4 22 
N2-N3 2.75 2.75 ０ 4 22 
N3-N4 2.5 0 ０ 4 10 
計     54 
河川自然度指標：Dｎ=－１.０８億円/年 
 





価値原単位を用いて、式 3-1-2(1)より表 5-1-７(１)、（２）に示す自然緑地指標を算定した。 
 
 
表 5-1-７(１) I 流域の自然緑地面積と指標値      表 5-1-７(２) N 流域の自然緑地面積と指標値 
 



























N1 4 6 10 2.94 
N2 2 0 2 1.02 
N3 2 0 2 1.02 
N4 2 0 2 1.02 
合計 10 6 16 6.00 





I-1 2 26 28 4.92 
I-2 3 38 41 7.23 
I-3 8 35 43 9.33 
I-4 12 20 32 9.12 
合計 25 119 144 30.6 














COD mg/L f（COD） 
水面指標 
(百万円/年)
I 1 2.9 0.95 49 N1 7.3 0.7 37 
I 2 3.6 0.92 47 N2 8.2 0.7 34 
I 3 4.1 0.89 91 N3 8.5 0.7 33 
I 4 4.6 0.86 132 N4 8.7 0.6 33 
０ 
計     318 計   137 
I 1 2.2 0.99 50 N1 5.2 0.8 42 
I 2 2.6 0.97 49 N2 5.9 0.8 40 
I 3 2.9 0.95 97 N3 6.1 0.8 40 
I 4 3.4 0.92 141 N4 6.2 0.8 39 
１ 
計     338 計   162 
I 1 4.2 0.88 45 N1 5.2 0.8 42 
I 2 2.6 0.97 49 N2 5.4 0.8 42 
I 3 3.4 0.92 94 N3 5.6 0.8 41 
I 4 3.8 0.90 138 N4 5.7 0.8 41 
１-１ 
計     327 計   167 
I 1 4.2 0.88 45 N1 5.2 0.8 42 
I 2 3.1 0.94 48 N2 5.6 0.8 41 
I 3 3.6 0.92 93 N3 5.2 0.8 42 
I 4 3.9 0.90 137 N4 5.9 0.8 40 
１-２ 
計     324 計   166 
I 1 2.2 0.99 50 N1 5.2 0.8 42 
I 2 2.6 0.97 49 N2 5.7 0.8 41 
I 3 2.8 0.96 98 N3 5.9 0.8 40 
I 4 3.2 0.94 143 N4 6.0 0.8 40 
２ 
計     340 計   164 
I 1 2.2 0.99 50 N1 7.3 0.7 37 
I 2 2.6 0.97 49 N2 8.2 0.7 34 
I 3 2.8 0.96 98 N3 8.5 0.7 33 
I 4 3.3 0.93 142 N4 8.7 0.6 33 
３ 
計     340 計   137 
 




（１） I 流域の河川指標、流域指標 







表 5-1-9(1) I 流域 河川・流域指標計算結果の総括              （単位：億円/年） 
 ケース 0 1 1-1 1-2 2 3 
河川指標 平時流量 -6.2 -8.4 -3.7 -5.8 -4.7 -5.5 
 洪水被害 -2.9 -2.9 -2.9 -2.9 -2.9 -2.9 
 水質 -3.3 -1.2 -2.7 -2.5 -1.5 -1.3 
 接近度 -4.0 -4.0 -4.0 -4.0 -4.0 -4.0 
 自然度 -5.6 -5.6 -5.6 -5.6 -5.6 -5.6 
小計 -21.9 -22.1 -18.9 -20.8 -18.6 -19.3 
流域 自然面積 30.6 30.6 30.6 30.6 30.6 30.6 
 湖沼等水面 3.2 3.4 3.3 3.2 3.4 3.4 
小計 33.8 34.0 33.9 33.8 34.0 34.0 
合計 11.9 11.8 15.0 13.0 15.4 14.7 
 
 
（２） N 流域の河川指標、流域指標 
N 流域では河川流域指標では現状のシステムで下水処理水を河川に還流するケース１－１と用水供
給１００％として下水処理水を河川に還流するケース３が有利となった(表 5-1-9(2))。 











































 ケース 0 1 1-1 1-2 2 3 
河川指標 平時流量 -3.8 -6.3 -0.4 -4.3 -4.3 -0.4 
 洪水被害 -2.7 -2.7 -2.7 -2.7 -2.7 -2.7 
 水質 -3.4 -0.6 -3.6 -1.6 -1.7 -3.7 
 接近度 -6.9 -6.9 -6.9 -6.9 -6.9 -6.9 
 自然度 -1.1 -1.1 -1.1 -1.1 -1.1 -1.1 
小計 -17.8 -17.6 -14.7 -16.6 -16.7 -14.8 
流域 自然面積 6.0 6.0 6.0 6.0 6.0 6.0 
 湖沼等水面 1.4 1.6 1.7 1.7 1.6 1.7 
小計 7.4 7.6 7.7 7.7 7.6 7.7 
合計 -10.5 -10.0 -7.1 -8.9 -9.1 -7.1 
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表５-2-1(1) 淀川各流況の確率流量と各流況の関係式              （単位：ｍ３/S） 
  豊水 平水 低水 渇水 最低 関係式 
生起確率 95(日) 185（日） 275（日） 355(日) 365（日） ｙ：流量(m3/s)ｘ：超過日数(日) 
1/2 256 173.5 134.8 106.2 88.8 y=-0.566x+296.3 
1/7 202 135.1 105.4 80.7 55.5 y=-0.501x+251.2 
1/10 192 127.5 99.6 75.6 48.8 y=-0.481x+238.4 
1/20 173 114.4 89.5 66.9 37.4 y=-0.467x+227.7 
1/50 152 99.8 78.2 57.1 24.6 y=-0.436x+207.4 
1/100 138 90 70.7 50.6 16.1 y=-0.402x+185.0 
μ 255.91 173.4 134.86 106.21 88.88 y=-0.566x+296.2 
σ 50.48 35.89 27.59 23.90 31.30 y=-0.380x+170.0 
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表５-2-1(２) 淀川取水前の最低流量 Qn(365)（ｍ３/日）と基準回復期間 TN0（日） 
生起確率 最低 渇水 低水 平水 豊水 Qn(365) TN０ 
1/2 89.6 95.2 140.5 191.5 242.5 104.6 140 
1/7 62.8 67.6 106.1 149.4 192.7 77.8 162 
1/10 57.4 62.1 99.4 141.4 183.3 72.4 167 
1/20 48.3 52.7 87.5 126.7 166.0 63.3 179 
1/50 38.1 42.1 74.3 110.5 146.7 53.1 193 













































図５-2-1(3)  石川の各流況と確率流量の関係 
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表５-2-1(３) 石川各流況の確率流量と各流況の関係式             （単位：ｍ３/S） 
 豊水 平水 低水 渇水 関係式 
発生確率 95(日) 185(日) 275(日) 355(日) ｙ：流量(m3/s)ｘ：超過日数(日) 
1/2 4.41 2.62 1.79 0.66 y=-0.0139x+5.533 
1/5 3.24 2.01 1.35 0.316 y=-0.0108x+4.194 
1/10 2.63 1.69 1.12 0.14 y=-0.0092x+3.493 
1/20 2.12 1.43 0.93 -0.0065 y=-0.0079x+2.910 
1/50 1.55 1.14 0.716 -0.17 y=-0.0064x+2.260 
1/100 1.17 0.95 0.57 -0.28 y=-0.0054x+1.826 
μ 4.41 2.61 1.79 0.65 y=-0.0139x+5.533 
σ 1.39 0.72 0.52 0.4 y=-0.0037x+1.592 
 
 
表５-2-1(４) 石川取水前の最低流量 Qn(365)（ｍ３/日）と基準回復期間 TN0（日） 
生起確率 最低 渇水 低水 平水 豊水 Qn(365) TN０（日） 
1/2 0.48 0.62 1.73 2.98 4.23 1.41 85 
1/5 0.25 0.36 1.22 2.20 3.17 1.18 109 
1/10 0.13 0.23 0.96 1.79 2.62 1.06 128 
1/20 0.03 0.11 0.74 1.45 2.16 0.95 149 
1/50 -0.08 -0.01 0.50 1.08 1.65 0.85 184 




















































表５-2-1(５) 西除川各流況の確率流量と各流況の関係式             （単位：ｍ３/S） 
発生確率 豊水 平水 低水 渇水 関係式 
 95(日) 185(日) 275(日) 355(日) ｙ：流量(m3/s)ｘ：超過日数(日) 
１/2 0.802 0.515 0.344 0.171 y=-0.0024x+0.998 
1/5 0.62 0.39 0.248 0.087 y=-0.0020x+0.789 
1/10 0.52 0.32 0.198 0.043 y=-0.0018x+0.680 
1/20 0.44 0.27 0.157 -0.006 y=-0.0017x+0.595 
1/50 0.35 0.21 0.11 -0.035 y=-0.0015x+0.488 
1/100 0.29 0.17 0.079 -0.062 y=-0.0013x+0.421 
μ 0.80 0.51 0.34 0.17 y=-0.0024x+0.998 
σ 0.22 0.15 0.11 0.10 y=-0.0045x+0.239 
 
表５-2-1(６) 西除川取水前の最低流量Qn(365)（ｍ３/日）と基準回復期間 TN0（日） 
生起確率 最低 渇水 低水 平水 豊水 Qn(365) TN０ 
1/2 0.12 0.15 0.34 0.55 0.77 0.35 122 
1/5 0.06 0.08 0.24 0.42 0.60 0.29 147 
1/10 0.02 0.04 0.19 0.35 0.51 0.26 163 
1/20 -0.01 0.00 0.14 0.29 0.44 0.22 175 
1/50 -0.04 -0.03 0.09 0.22 0.35 0.19 203 
1/100 -0.06 -0.05 0.06 0.18 0.29 0.17 221 
 






























水量 Wt:15m3/s（村野浄水場 H15 実
績）と最低流量から、取水地点安定取


























−⋅− γαγαγ ・・･5-2-1(１) 
 ここに、 ba, ：定数、 0q ：一人一日当たり標準給水量（ｍ３/人/日）、 pα ：淀川依存比率、 non TT ⋅= γ  



























































０ ２ ０．４ ２４ ０．８ 
1 ２ ０．４ ２４ ０．８ 
1-1 ２ ０．４ ２４ ０．８ 
1-2 ０ ０ ０ ０ 
2 ７６ １.０ ７６ １．０ 
３ ８ ０．６ ７６ １．０ 
 
②自己水 
石川の利水安全度：１/5 として、表 7-2-1(8) 石川取水前の最低流量 QN（３６５）: 1.18m3/s を基準年
の安定取水流量（基本最低流量）QN０（３６５）とした。また、表５-2-1(3)で示した関係式より、 石川取水後の
最低流量の平均値μ（１/5）：0.46m3/s,標準偏差σ（１/5）:0.24 m3/s を求め、現状での取水量（0.93ｍ３

































































































表５-2-1(８) I 流域ｹｰｽ別の各計算諸元              単位：流量 Q（ｍ３/S） 
ケース QN（365） QWｓ QWｔ Qμ(1/5) Qσ(1/5) αｗｓ βｓ 
0 1.18 1.16 0.93 1.39 0.24 0.60 0.50 
1 1.18 1.16 0.93 0.81 0.24 0.60 1.00 
1-1 1.18 1.16 0.93 1.83 0.24 0.60 1.00 
1-2 1.64 1.16 1.39 2.04 0.24 1.00 1.00 
２  1.16 0.00   0.00 1.00 




表５-2-1(９) N 流域ｹｰｽ別の各計算諸元               単位：流量 Q（ｍ３/S） 
ケース QN（365） QWｓ QWｔ Qμ(1/5) Qσ(1/5) αｗｓ βｓ 
0 0.29 1.16 0.23 0.36 0.08 0.20 0.７0 
1 0.29 1.16 0.23 0.02 0.08 0.20 1.00 
1-1 0.29 1.16 0.23 0.63 0.08 0.20 1.00 
1-2 1.22 1.16 1.16 1.04 0.08 1.00 1.00 
２  1.16 0.00   0.00 1.00 
３  1.16 0.00 0.43 0.08 0.00 1.00 
 
表５-2-1(10) I,N 流域ｹｰｽ別の自己水寄与率と年間被害額  （被害額単位：百万円／年） 
 I 流域 N 流域 
ケース 年間被害額 自己水割合 年間被害額 自己水割合 
0 3 0.6 1 0.2 
1 312 0.6 179 0.2 
1-1 0 0.6 0 0.2 
1-2 1 1.0 191 1.0 
２ 0 0.0 0 0.0 
３ 33 0.4 0 0.0 
























I 河川 -3 -312 0 -1 0 -33 
淀川 -2 -2 -2 0 -76 -8 





















N河川 -1 -179 0 -191 0 0 
淀川 -24 -24 -24 0 -76 -76 













図５-2-1(10)  I 流域における渇水被害指標 
図５-2-1(1１) N 流域における渇水被害指標 



































以上から I、N 流域モデル内の配管構成は、表５-2-2(2),(3)の通り設定した。 
用水供給配管については大阪府営水道送水管の実態を基に表５-2-2 (４)のように設定した。 
 














30 万 m3以上 0.14 0.60 0.17 0.03 0.02 0.04 
10 万～30 万 m3 0.49 0.37 0.12 0.01 0.00 0.00 
５万～１0 万ｍ３ 0.50 0.38 0.11 0.01 0.00 0.00 
３万～5 万ｍ３ 0.53 0.37 0.09 0.01 0.00 0.00 
１万～３万ｍ３ 0.59 0.32 0.09 0.00 0.00 0.00 
１万 m3以下 0.63 0.32 0.04 0.00 0.00 0.00 
 
図５-2-2（１） 人口密度と配管密度 





表５-2-2 (2) I 流域モデル配管構成                         (単位：ｋｍ) 
I モデル ダクタイル鋳鉄管 鋼管 鋳鉄管 ポリエチレン 塩化ビニル 石綿セメント 計 
管径 耐震型 その他       
Φ50～100 20 336 4 85 221 11 29 706 
Φ150～250 18 308 2 94 14 0 9 446 
Φ300～500 4 69 1 27 0 0 1 102 
Φ600～700 0 6 0 1 0 0 0 7 
Φ800～900 0 1 0 0 0 0 0 1 
Φ1000以上 0 0 0 0 0 0 0 0 
合計 42 720 8 207 235 11 39 1263 
 
表５-2-2 (3) N 流域モデル配管構成                         (単位：ｋｍ) 
N モデル ダクタイル鋳鉄管 鋼管 鋳鉄管 ポリエチレン 塩化ビニル 石綿セメント 計 
管径 耐震型 その他       
Φ50～100 10 171 2 43 112 6 15 359 
Φ150～250 8 137 1 42 6 0 4 198 
Φ300～500 2 36 1 14 0 0 1 53 
Φ600～700 0 1 0 0 0 0 0 1 
Φ800～900 0 0 0 0 0 0 0 0 
Φ1000以上 0 0 0 0 0 0 0 0 
合計 20 344 4 99 118 6 19 611 
 
表５-2-2 (４) 用水供給管の構成 
管路延長（ｋｍ） 管径（ｍｍ） 管種 本数 
３０ ２０００ ダグタイル鋳鉄管 ３本 
 
(2) I 流域平常時事故断水被害 
表５-2-2(2)の配管構成を基に、第３章３-2-1（２）で示した手法により、事故件数（表５-2-2 (５)）と被害
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表５-2-2(５) I 流域通常時事故件数                        (単位：件/年) 
管径 
ダクタイル 
鋳鉄管 鋼管 鋳鉄管 ポリエチレン 塩化ビニル石綿セメント 計 管径補正 
Φ50～100 7 0 17 77 3 12 117 186.50
Φ150～250 7 0 19 5 0 3 34 33.78
Φ300～500 1 0 5 0 0 0 7 5.86
Φ600～700 0 0 0 0 0 0 0 0.08
Φ800～900 0 0 0 0 0 0 0 0.01
Φ1000 以上 0 0 0 0 0 0 0 0.00
合計 15 0 41 82 3 16 158 226
 












Φ50～100 75 0.000681 62.5 93.25 5829.9 
Φ150～250 200 0.008984 980.4 16.89 16559.1 
Φ300～500 400 0.055612 6857.1 5.86 40206.1 
Φ600～700 650 0.199396 26782.2 0.15 4097.5 
Φ800～900 850 0.403762 56857.4 0.02 1298.1 
Φ1000 以上 1200 1 149642.5 0.00 72.9 
合計       116.2 68063.6 
 事故被害率：１/１０ 6806.4 
断水被害額：33000 円/人・日          年間被害額：224.6 百万円 
 













２０００ 30 0.06 0.18 83333 1500 49.5
  
 管径補正：０．１ 







表５-2-２（８） I 流域ケース別用水供給被害影響額         
ケース ０ 1 １－１ １－２ ２ ３ 
受水比率 0.4 0.4 0.4 0 1 0.6 
断水被害額（百万円/年） 19.8 19.8 19.8 0.0 49.5 29.7 









表５-2-2(3)の配管内訳を基に I 流域と同様に N流域の事故件数（表５-2-2 (９)）と被害額を計算した。




表５-2-2(９) N 流域通常時事故件数                         (単位：件/年) 
管径 
ダクタイル 
鋳鉄管 鋼管 鋳鉄管 ポリエチレン 塩化ビニル石綿セメント 計 管径補正 
Φ50～100 4 0 9 39 2 6 59 94.66 
Φ150～250 3 0 8 2 0 2 15 15.01 
Φ300～500 1 0 3 0 0 0 4 3.05 
Φ600～700 0 0 0 0 0 0 0 0.01 
Φ800～900 0 0 0 0 0 0 0 0.00 
Φ1000 以上 0 0 0 0 0 0 0 0.00 
























用水供給 -0.20 -0.20 -0.20 0.00 -0.50 -0.30 
自己水 -2.25 -2.25 -2.25 -2.25 -2.25 -2.25 
０ 1 １－１ １－２ ２ ３
















Φ50～100 75 0.000681 62.5 47.33 2959.2 
Φ150～250 200 0.008984 980.4 7.50 7356.4 
Φ300～500 400 0.055612 6857.1 3.05 20895.7 
Φ600～700 650 0.199396 26782.2 0.02 445.3 
Φ800～900 850 0.403762 56857.4 0.01 377.3 
Φ1000 以上 1200 1 149642.5 0.00 0.0 
合計       57.9 32033.9 
 事故被害率：１/１０ 3203.4 




表５-2-２（１１） N 流域ケース別用水供給被害影響額 
ケース ０ 1 １－１ １－２ ２ ３ 
受水比率 0.8 0.8 0.8 0 1 1 





















用水供給 -0.40 -0.40 -0.40 0.00 -0.50 -0.50 
自己水 -1.06 -1.06 -1.06 -1.06 -1.06 -1.06 




図５-2-2(３)N 流域 平常時事故被害指標 







なお、Cp,Cd は表５-2-2 (2)、（３）の I 及び N流域の配管口径、管種別内訳より、表３-２-１（7）、（9）を用
いて、管路延長比の加重平均により求めた。 
また、地盤性状は良質土、液状化はなしとして Cg は０．４、C1 は１とした。 
地震の最大化速度は５００gal として式 3-2-1(29)より R(β)を求めた。 
 
表５-2-3（１） 地震断水率 
 N 流域 I 流域 用水供給 単位 
地震被害率： Ｒｍ（β）＝ 0.13 0.12 0.0092 件／km 
管種別被害係数：   Cp= 0.61 0.61 0.30  
地盤性状別被害係数：Cg= 0.40 0.40 0.40  
管径別被害係数：   Cd= 1.33 1.32 0.20  
液状化係数：      C1= 1 1 1  
標準被害率：   Ｒ（β）＝ 0.38 0.38 0.38 件／km 
地震最大加速度   β＝ 500 500 500 Gal 
事故件数        Yi= 76.89 155 0.28 件/地震 
初期断水率      Di= 0.43 0.42 0.01  
 
（２）地震断水被害額 
第３章の式 3-2-1(３０)より復旧期間Ldを求め式 3-2-1(２６)より I流域内の管路被災による地震被害額
を算定した。 
また、同様に用水供給管路の復旧期間を求め、用水供給通水後の I 流域内の断水による被害額 Dp2
と通水前の用水供給断水による被害額 Dp１を算定した。 













Ｉ流域内管路 155 15.5 0.42 812910 26826 537 
Ｎ流域内管路 77 7.7 0.43 412521 13613 272 












それらの結果を表５-2-3(３),(4)、 図５-2-3(1),(２)に示す。これによれば I、N どちらも用水供給の被害
が影響しない自己水１００％のケース１－２が最も高く評価された。 
 
表５-2-3(3) I 流域の地震断水被害額                        （単位：百万円/年） 
ケース ０ 1 １－１ １－２ ２ ３ 
受水比率：α 0.4 0.4 0.4 0.0 1.0 0.6 
用水供給被害額：Dp１ 55 55 55 0 137 82 
流域内被害額：Dp2・γ２ 480.5 480.5 480.5 480.5 480.5 480.5 
Dp2・（1-γ２）×（１－α） 33.6 33.6 33.6 56.0 0.0 22.4 
計 569.0 569.0 569.0 536.5 617.7 585.2 
 
表５-2-3(４) N 流域の地震断水被害額                        （単位：百万円/年） 
ケース ０ 1 １－１ １－２ ２ ３ 
受水比率：α 0.8 0.8 0.8 0.0 1.0 1.0 
用水供給被害額：Dp１ 110 110 110 0 137 137 
流域内被害額：Dp2・γ２ 216.6 216.6 216.6 216.6 216.6 216.6 
Dp2・（1-γ２）×（１－α） 11.1 11.1 11.1 55.7 0.0 0.0 






















用水供給 -0.5 -0.5 -0.5 0.0 -1.4 -0.8 
自己水 -5.1 -5.1 -5.1 -5.4 -4.8 -5.0 
０ 1 １－１ １－２ ２ ３
 
 


























用水供給 -1.1 -1.1 -1.1 0.0 -1.4 -1.4 
自己水 -2.3 -2.3 -2.3 -2.7 -2.2 -2.2 



















発がんリスク （×１０－５） 原水 通常処理 高度処理
ブロモジクロロメタン 0 0.08 0.01 
ジクロロ酢酸 0 0.28 0 
 
臭素酸 0 0 0.4 
DALYｓ(×１０－６/年） 0 0.46 0.52 
一人当たり年間リスク(円/人） 0 4.6 5.2 
流域全体リスク（百万円/年） 0 1.15 1.3 




ケース 0 1 1-1 1-2 ２ ３ 
通常処理水量（万ｍ３/日） ６ ６ ６ １０ ０ ４ 
高度処理水量（万ｍ３/日） ４ ４ ４ ０ １０ ６ 
発がんリスク（百万円/年） 1.21 1.21 1.21 1.15 1.3 1.24 
 
表５-2-4 (３) Ｎ流域の発がんリスク 
ケース 0 1 1-1 1-2 ２ ３ 
通常処理水量（万ｍ３/日） ８ ８ ８ １０ ０ ０ 
高度処理水量（万ｍ３/日） ２ ２ ２ ０ １０ １０ 







スト数は０．０５～１．６ 個/L であったとされている。この数値に、河川における希釈率（10 倍）を加味す
れば概ね 1 個／10L 以下と推測される。また同調査における河川水でのオーシスト数は０．０５～３．２ 
個／L で（最大値の３．２ 個／L は越生町におけるクリプトスポリジウム集団感染直後の越辺川の値で、
これを除くと最大値は０．１ 個／L）、両者のデータはよく符合する。」とされており、ここでは、下水処理水
のクリプトスポリジウムオーシスト濃度を河川水の１０倍の８．２個/１０L とした(表 5-2-4(5))。 
 
表５-2-4(４) 河川原水によるクリプトスポリジウム被害額 
浄水 原水 通常処理水 高度処理水  
ｸﾘﾌﾟﾄｽﾎﾟﾘｼﾞウﾑ(個数/10L) 0.82 0.0082 0.000082  
DALYｓ(×１０－６/年） 123 1.23 0.0123  
一人当たり年間リスク（円） 1230 12.3 0.123 10 百万円/人/年 
 
表５-2-4(５) 下水処理水によるクリプトスポリジウム被害額 
下水処理水 原水 通常処理水 高度処理水  
ｸﾘﾌﾟﾄｽﾎﾟﾘｼﾞウﾑ(個数/10L) 8.2 0.082 0.00082  
DALYｓ(×１０－６/年） 1230 12.3 0.123  
一人当たり年間リスク（円） 12300 123 1.23 10 百万円/人/年 
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表５-2-4(６) I 流域のケース別クリプトスポリジウム被害額  （単位：百万円/年） 
   区間 I-1 I-2 I-3 I-4 計 
ｹｰｽ 0 0.2 0.3 0.6 0.6 1.9 
ｹｰｽ 1 0.2 0.3 0.6 0.6 1.9 
ｹｰｽ 1-1 6.8 0.0 0.0 2.2 9.0 
ｹｰｽ 1-2 6.8 0.6 2.2 2.3 11.9 
ｹｰｽ 2 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 
ｹｰｽ 3 0.0 0.0 0.6 0.6 1.2 
 
表５-2-4(７)  N 流域のケース別クリプトスポリジウム被害額  （単位：百万円/年） 
   区間 I-1 I-2 I-3 I-4 計 
ｹｰｽ 0 0.0 0.6 0.0 0.0 0.6 
ｹｰｽ 1 0.0 0.6 0.0 0.0 0.6 
ｹｰｽ 1-1 0.0 4.6 0.0 0.0 4.7 
ｹｰｽ 1-2 0.0 3.2 9.5 10.4 23.1 
ｹｰｽ 2 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 




























クリプトスポリジウム -2 -2 -9 -12 0 -1 
発がん -1 -1 -1 -1 -1 -1 





























クリプトスポリジウム -1 -1 -5 -23 0 0 
発がん -1 -1 -1 -1 -1 -1 
































I,N 両モデル流域における各シナリオのケース別の河川水質 COD から KMｎO4消費量に変換し、３章
の３-2-２（４）式より水道水非直接飲用率を求め、非飲用費用原単位 Jd：１０千円/人/年として３-2-２（５）
式により非飲用費用指標を求めた。ただし、用水供給の水質は、府営水道の実績より、KMｎO4：１mg/L と




























I 流域 -4.6 -4.1 -5.0 -6.1 -2.7 -3.8 
N流域 -4.4 -3.9 -3.7 -8.2 -2.7 -2.7 










I、N 流域とも 12 時間分の配水池の効果により、水質事故の影響はほとんどないという結果となった。 
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表 ５-2-６(1) Ｉ 流域の水質事故指標 
I 流域：配水池容量 12 時間、P（人口）=250000 人 円/人/日 百万円/回 百万円/年 
ケース 用水供給 自己水源 制限水量 制限率 被害額 被害総額 年間被害 
０ 4 6 0 0 0 0 0.00 
１ 4 6 0 0 0 0 0.00 
１－１ 4 6 0 0 0 0 0.00 
１－２ 0 10 0 0 0 0 0.00 
２ 10 0 5 0.5 38１ 95.16 5.71 
３ 6 4 0.1 0.01 0.418 0.104 0.01 
 
表 ５-2-６(2) Ｎ 流域の水質事故指標 
N 流域：配水池容量 12 時間、P（人口）=250000 人 円/人/日 百万円/回 百万円/年 
ケース 用水供給 自己水源 制限水量 制限率 被害額 被害総額 年間被害 
０ 8 2 3.00 0.30 60.43 15.11 0.91 
１ 8 2 3.00 0.30 60.43 15.11 0.91 
１－１ 8 2 3.00 0.30 60.43 15.11 0.91 
１－２ 0 10 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 
２ 10 0 5.00 0.50 38１ 95.16 5.71 







































水源事故 0.00 0.00 0.00 0.00 -0.06 0.00 
非飲用 -4.63 -4.06 -5.02 -6.15 -2.67 -3.80 
クリプト -0.02 -0.02 -0.09 -0.12 0.00 -0.01 
発ガン -0.01 -0.01 -0.01 -0.01 -0.01 -0.01 
地震被害 -5.69 -5.69 -5.69 -5.37 -6.18 -5.85 
管路事故 -2.44 -2.44 -2.44 -2.25 -2.74 -2.54 
渇水断水 -0.05 -3.15 -0.02 -0.01 -0.76 -0.40 
0 1 1-1 1-2 ２ ３
 




















水源事故 -0.01 -0.01 -0.01 0.00 -0.06 -0.06 
非飲用 -4.36 -3.86 -3.73 -8.17 -2.67 -2.67 
クリプト -0.01 -0.01 -0.05 -0.23 0.00 -0.01 
発ガン -0.01 -0.01 -0.01 -0.01 -0.01 -0.01 
地震被害 -3.4 -3.4 -3.4 -2.7 -3.5 -3.5 
管路事故 -1.45 -1.45 -1.45 -1.06 -1.55 -1.55 
渇水断水 -0.24 -2.02 -0.24 -1.91 -0.76 -0.76 
0 1 １－１ １－２ ２ ３
 
図 5-2-7(２) N 流域における水道指標の総括表 






５-3-1 上水道システムの LCA 
H１５水道統計の大阪府域市町村水道データを用いて、モデル流域の管路構成や電力、薬品使用量






年間給水量: 577877 （千 m3） 
施設能力: 2300000 (m3／日)  
送水管延長: 550521 （ｍ） 
 
表５-3-１(2) 府営水道建設時原単位数量 
 取水設備 浄水施設 配水設備  
  土木 設備 土木 設備 送水管 配水池 合計 
費用（百万円） 101200 15410 96051 37761 159133 21193 430747 
年間費用（百万円） 2530 1027 2401 2517 3978 530 12984 
費用（円/m3） 4.4 1.8 4.2 4.4 6.9 0.9 22.5 
ｴﾈﾙｷﾞｰ（ｋｃａｌ/m3） 43.9 19.5 41.7 47.8 69.1 9.2 231.3 
ＣＯ２（ｋｇ‐C/m3） 0.0046 0.0017 0.0044 0.0043 0.0072 0.0010 0.0232 





 電力(ｋｗｈ） PAC（ｔ） 次亜塩（ｋｇ） 苛性ソーダ（ｔ） 合計 
年間使用量 4.28E+08 17878 5993074 2362  
１ｍ３当たり使用量 0.74 3.09E-05 0.01 4.1E-06  
単価(円） 11 12500 19500 24000  
金額（円/m3) 8.17 0.39 0.20 0.10 8.86 
ｴﾈﾙｷﾞｰ（ｋｃａｌ/m3） 1667.14 17.94 98.94 29.55 1813.76 
ＣＯ２（ｋｇ‐C/m3） 0.077 0.009 0.003 0.001 0.090 
 









 建設 運用 合計 
費用（円/m3） 22.5 8.9 31.3 
ｴﾈﾙｷﾞｰ（ｋｃａｌ/m3） 231 1814 2045 
ＣＯ２（ｋｇ‐C/m3） 0.02 0.09 0.11 
 
（２）自己水 


























































10 万～30 万 m3 46.66 
５万～１0 万ｍ３ 46.05 
３万～5 万ｍ３ 43.63 
１万～３万ｍ３ 42.30 
１万 m3以下 39.75 
図５-3-１(1) 給水規模別 管径延長割合 
表５-3-1(5) 管路規模別平均単価





















0 46.8 473.7 0.049 0 21.4 216.4 0.022 
1 46.8 473.7 0.049 1 21.4 216.4 0.022 
１-１ 46.8 473.7 0.049 １-１ 21.4 216.4 0.022 
１-２ 52.3 530.8 0.055 １-２ 32.7 333.9 0.034 
２ 37.8 379.8 0.040 ２ 18.5 185.8 0.019 












表５-3-1(8) 薬品使用量           （単位：kg/m3） 
 次亜塩 PAC 苛性ソーダ 粉末活性炭



















0 4.7 989 0.048 0 4.9 1016 0.048 
1 4.7 989 0.048 1 4.9 1016 0.048 
１-１ 4.7 989 0.048 １-１ 4.9 1016 0.048 
１-２ 5.0 1084 0.054 １-２ 5.6 1205 0.059 
２ 4.1 847 0.039 ２ 4.7 968 0.045 




            (単位：kWh/m3) 
給水規模 電力原単位 
30～10 万ｍ３ 0.23 
10 万～5万ｍ３ 0.25 
5 万～3 万ｍ３ 0.33 
1 万～3 万ｍ３ 0.43 
1 万ｍ３以下 0.62 

































 I-1 I-2 I-3 I-4 合計 
面積（ｋｍ２） 35 55 70 60 220 
下水道人口（万人） 1 2.5 4.5 4.5 12.5 
人口密度（人/ha) 2.86 4.55 6.43 7.50 5.68 
配管密度（ｋｍ/ha) 0.010 0.013 0.016 0.018 0.015 
管路延長(ｋm） 36 72 114 109 331 
 
表５-3-2(２) I流域の下水道（整備率１００％）ケース１～３ 
 I-1 I-2 I-3 I-4 合計 
面積（ｋｍ２） 35 55 70 60 220 
下水道人口（万人） 2 5 9 9 25 
人口密度（人/ha) 5.71 9.09 12.86 15.00 11.36 
配管密度（ｋｍ/ha) 0.015 0.021 0.027 0.031 0.025 
管路延長（ｋm） 53 115 192 186 546 
 
 




 N-1 N-2 N-3 N-4 合計 
面積（ｋｍ２） 20 10 10 10 50 
下水道人口（万人） 4.9 4.2 4.2 4.2 17.5 
人口密度（人/ha) 24.5 42.0 42.0 42.0 35.0 
配管密度（ｋｍ/ha) 0.047 0.077 0.077 0.077 0.065 
管路延長(ｋm） 95 77 77 77 327 
 
表５-3-2(４) N流域の下水道（整備率１００％）ケース１～３ 
 N-1 N-2 N-3 N-4 合計 
面積（ｋｍ２） 20 10 10 10 50 
下水道人口（万人） 7 6 6 6 25 
人口密度（人/ha) 35.0 60.0 60.0 60.0 50.0 
配管密度（ｋｍ/ha) 0.065 0.108 0.108 0.108 0.091 






河道数則 Ni=Rbk+1 Rb=Ni/Ni+1 Rb=4 
河道長則 Li=Li・Rli-1 Rl=Li+1/Li R1=2 
集水面積則 Ai=A1・Rai-1 Ra=Ai+1/Ai Ra=4 
河道勾配則 Si=S1・Rs1+i Rs=Si/Si+1 Rs=2 
表５-3-2（７） 分流式汚水管の河川則による次数計算 
管渠数則 Rb=Ni/Ni+1 Ni=Rb(k-i) Rb=3.6 Ni：i 次の管渠数 
管渠長則 Rl=Li+1/Li Li=90Rl (i-1) Rl=1.75 Li：i 次の管渠長 
集水面積則 Ra=Ai+1/Ai Ai=0.47Ra(i-1) Ra=4.03 Ai：〃 集水面積 
管渠勾配則 Rs=Si/Si+1 Si=0.3Rs(i-k) Rs=1.51 Si：〃 管渠勾配 




これらの関係式から i次の管渠長は ii LN × より、最大次数 kの全管渠長 kL は、 Rb
RIr = とすれば 












































−×=                                    ・・・・5-3-2(2) 
この関係式を用いて管路延長から管径構成を表5-3-2(8)、（9）のとおり設定した。 
 
表５-3-2（８） I流域における下水道管渠の管径内訳              （単位：ｋｍ） 
 下水道整備率（５０％）      下水道整備率（１００％） 
管径(㎜) 延長 I-1 I-2 I-3 I-4 延長 I-1 I-2 I-3 I-4 
200 171 19 37 59 57 282 28 60 99 97 
250 83 9 18 29 27 137 13 29 48 47 
300 40 4 9 14 13 67 7 14 23 23 
400 20 2 4 7 6 32 3 7 11 11 
500 10 1 2 3 3 16 2 3 6 5 
600 5   1 2 2 8 1 2 3 3 
700 2         4     1 1 
900           2         
計 331 35 72 114 109 546 53 115 192 187 
 
表５-3-2（９） N流域における下水道管渠の管径内訳             （単位：ｋｍ） 
 下水道整備率（７０％） 下水道整備率（１００％） 
管径(㎜) 延長 N-1 N-2 N-3 N-4 延長 N-1 N-2 N-3 N-4 
200 169 49 40 40 40 235 68 56 56 56 
250 82 24 20 20 20 114 33 27 27 27 
300 40 12 10 10 10 56 16 13 13 13 
400 19 6 5 5 5 27 8 6 6 6 
500 9 3 2 2 2 13 4 3 3 3 
600 5 1 1 1 1 6 2 2 2 2 
700 2         3         
900           2         
計 327 94 77 77 77 457 131 108 108 108 
 

































0 53.7 525.0 0.053    
1 47.9 470.8 0.047    
1-1 47.9 470.8 0.047 2.9 27.6 0.003 
1-2 47.9 470.8 0.047 2.9 27.6 0.003 
2 47.9 470.8 0.047    
3 47.9 470.8 0.047    
 
表５-3-2（７） N流域における管渠及び処理場のLCA・LCC原単位（建設分） 














0 42.6 420.6 0.042    
1 43.9 434.2 0.043    
1-1 43.9 434.2 0.043 2.0 15.8 0.002 
1-2 43.9 434.2 0.043 3.2 31.3 0.003 
2 43.9 434.2 0.043    
3 43.9 434.2 0.043 1.2 11.2 0.0012 









表５-3-2（８） I 流域における管渠及び処理場のLCA・LCC原単位（運用分） 














0 5.1 1049 0.049    
1 4.9 1001 0.046    
1-1 4.9 1001 0.046 2.0 417 0.019 
1-2 4.9 1001 0.046 2.0 417 0.019 
2 4.9 1001 0.046    
3 4.9 1001 0.046    
 
表５-3-2（９） N 流域における管渠及び処理場のLCA・LCC原単位（運用分） 














0 4.5 910 0.042    
1 4.9 1001 0.046    
1-1 4.9 1001 0.046 0.7 153 0.007 
1-2 4.9 1001 0.046 0.9 187 0.009 
2 4.9 1001 0.046    




10 万以上 0.3687 
5 万～10 万ｍ３ 0.4046 
3 万～5 万ｍ３ 0.4663 
3 万～１千ｍ３ 0.5941 
1000ｍ３以下 1.2489 



























































































































図５-3-3(1) I 流域での年間の費用とｴﾈﾙｷﾞ消費量、CO2排出量 
図５-3-3(2) I 流域での年間の費用とｴﾈﾙｷﾞ消費量、CO2排出量 






























下水道 -10.5 -18.9 -20.7 -20.7 -18.9 -18.9 
上水道 -22.9 -22.9 -22.9 -20.5 -26.3 -24.5 

























下水道 -11.8 -17.5 -18.5 -18.9 -17.5 -18.1 
上水道 -18.5 -18.5 -18.5 -13.7 -19.6 -19.6 
0 1 1-1 1-2 ２ ３
 



















下水道 -1.4 -2.6 -3.4 -3.4 -2.6 -2.6 
上水道 -4.1 -4.1 -4.1 -2.9 -5.8 -4.7 


















下水道 -1.7 -2.6 -2.9 -3.0 -2.6 -2.8 
上水道 -5.1 -5.1 -5.1 -2.7 -5.7 -5.7 
0 1 1-1 1-2 ２ ３
 
















下水道 -0.6 -1.0 -1.3 -1.3 -1.0 -1.0 
上水道 -1.6 -1.6 -1.6 -1.2 -2.1 -1.8 

















下水道 -0.6 -1.0 -1.1 -1.1 -1.0 -1.0 
上水道 -1.8 -1.8 -1.8 -1.0 -1.9 -1.9 
0 1 1-1 1-2 ２ ３
 
図５-3-3(7) I流域上下水道CO2指標       図５-3-3(8) N流域上下水道CO2指標 































LCC-エネ -28.0 -35.1 -36.1 -34.9 -36.8 -36.1 
ｴﾈﾙｷﾞｰ -5.5 -6.7 -7.5 -6.3 -8.5 -7.3 
CO2 -2.1 -2.6 -2.8 -2.5 -3.1 -2.8 
























LCC-エネ -23.5 -28.3 -29.0 -27.0 -28.8 -29.3 
ｴﾈﾙｷﾞｰ -6.8 -7.7 -8.0 -5.7 -8.3 -8.5 
CO2 -2.4 -2.7 -2.8 -2.1 -2.9 -3.0 












-4-1(1)に示す。これによれば、河川流域指標と水道指標でケース 2 が、地球環境（LCA）指標と LCC 指
標ではケース1-2が高く評価され、総合評価（域水指数）では、現状のシステムで自己水の割合60％から
40％に減ずるケース 3 が最もが高く評価された。この結果、Ｉ流域では、今回の検討ケースの中ではケー
ス 3 が次世代へ向けてより望ましいシステムとなった。 
 
表５-4-1(1) I 流域での総合評価結果                      (単位：億円) 
ケース 0 1 1-1 1-2 2 3 
河川流域指標 11.9 11.8 15.0 13.0 15.4 14.7 
水道指標 -12.8 -15.4 -13.3 -13.9 -12.4 -12.6 
地球環境 -7.6 -9.3 -10.3 -8.8 -11.6 -10.1 
小計（域水環境指数） -8.6 -12.8 -8.6 -9.6 -8.7 -8.0 
LCC-エネ -28.0 -35.1 -36.1 -34.9 -36.8 -36.1 








表５-4-1(２) N 流域での総合評価結果                       (単位：億円) 
ケース 0 1 1-1 1-2 2 3 
河川流域指標 -10.5 -10.0 -7.1 -8.9 -9.1 -7.1 
水道指標 -9.5 -10.7 -8.9 -14.1 -8.6 -8.6 
地球環境 -9.2 -10.4 -10.8 -7.8 -11.2 -11.5 
小計（域水環境指数） -29.1 -31.1 -26.8 -30.8 -28.9 -27.2 
LCC-エネ -23.5 -28.3 -29.0 -27.0 -28.8 -29.3 
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年次 堺 大阪 大阪 
２０００ 16.0 17.2 16.5 
２０１０ 16.4 17.6 16.8 
２０２０ 16.9 18.0 17.1 
２０３０ 17.4 18.4 17.5 
２０４０ 17.9 18.8 17.8 
２０５０ 18.3 19.2 18.2 
2050-2000 2.4 2.0 1.7 













































































































y = -0.6504x + 1375.3




































































































年次 平均降雨 標準偏差 
２０００ 1312 228 
２０５０ 1279 234 
差 -33 6 
比率 -2% 3% 










y = 0.0022x + 3.8579































































































 降雨量平均値（ｍｍ） R1=α・t1-β 、R2=a・t2-β 
年次 時間最大 日最大 α β 
2000 37.2 96.0 659 0.702 
2050 42.2 99.9 833 0.729 
増加割合 1.13 1.04 1.26 1.04 
 
表６-2-3(2) ２０００年から２０５０年への降雨量等の変化量 
検討ステージ（年次） ２０００ ２０５０ 増加量 増加率(%) 
年間降水量（mm） 1200 1174 -26 -2.2 
平均気温（℃） 16.5 18.5 2 12.1 
年間蒸発散能（mm） 885 1017 132 14.9 
時間最大雨量（平均）（ｍｍ） 37.2 42.2 5 13.4 
日最大雨量（平均）（ｍｍ） 96.0 99.9 3.9 4.1 
 





















日本全体 1.00 1.01 1.00 0.99 0.98 0.95 0.93 0.90 0.86 0.83 0.79 
大阪府 1.00 1.00 0.99 0.97 0.94 0.91 0.87 0.84 0.81 0.78 0.74 
南河内 1.00 1.01 1.01 1.01 0.99 0.96 0.93 0.90 0.87 0.83 0.80 
石川 1.00 1.03 1.05 1.05 1.04 1.02 1.00 0.97 0.93 0.89 0.86 
西除川 1.00 0.99 0.98 0.96 0.93 0.90 0.86 0.83 0.80 0.76 0.73 


























表６-2-4（１） I、N流域の将来(2050年)人口               （単位：  万人） 
I 流域 2000 年 2050 年 2050/2000 N 流域 2000 年 2050 年 2050/2000 
I-1 2 1 0.770 N1 7 6 0.772 
I-2 5 4 0.770 N2 6 4 0.725 
I-3 9 8 0.882 N3 6 4 0.725 
I-4 9 8 0.853 N4 6 4 0.725 
















































 I 流域 N 流域 
年次 ２０００ ２０５０ ２０００ ２０５０
流域面積 ２２０（ｋｍ２） ５０（ｋｍ２） 
   森林 １１９ １１９   ６ ６
   農地 ２５ ２７ １０ １２
   宅地 ２５ ２１ ２０ １４
   水面 ７ ８    ４ ５
道路 １０ １１ ４ ５
 その他 ３４ ３４ ６ ８
人口（万人） ２５ ２１ ２５ １８ 
下水道普及率 ５０％ １００％ ７０％ 1００％
 水道給水量 下水道 
  用水供給 自己水 還流水量
流域 I N I N I N 
2000 4 8 6 2 ０ ０
2050A   
 1 3.4 5.8 5.0 1.4 0 0
1-1 3.4 5.8 5.0 1.4 8.4 4.3
1-2 0 0 8.4 7.2 8.4 7.2





ス  3 5.0 7.2 3.4 0 0 2.9
2050B   
1 2.5 4.3 3.8 1.1 0 0
1-1 2.5 4.3 3.8 1.1 6.3 3.2
1-2 0 0 6.3 5.4 6.3 5.4





ス 3 3.8 5.4 2.5 0 0 2.2
 2000 2050 
シナリオ  A B 






































2000 9.2 6.9 11.8 9.5 10.5 9.4 
2050A 7.3 5.4 9.5 7.6 8.4 7.5 
2050B 7.7 6.3 9.4 7.9 8.5 7.8 
０ １ １－１ １－２ ２ ３
 














2000 3.7 2.7 3.5 3.5 2.6 2.6 
2050A 3.4 2.7 3.5 3.6 2.6 2.6 
2050B 3.5 2.7 3.3 3.3 2.6 2.6 
０ １ １－１ １－２ ２ ３
 
図６-3-１(２) I 流域における水質（COD）の現況（２０００年）と２０５０年の比較 



























2000 3.0 0.8 5.8 2.5 2.5 5.8 
2050A 2.4 0.8 4.4 2.0 2.0 4.4 
2050B 2.3 1.0 3.7 1.9 1.9 3.7 
０ １ １－１ １－２ ２ ３
 
 















2000 8.2 5.9 5.5 5.4 5.7 5.5 
2050A 7.3 5.7 5.3 5.3 5.5 4.9 
2050B 7.7 5.7 5.4 5.3 5.6 5.4 
０ １ １－１ １－２ ２ ３
 
図６-3-１（４） N 流域における水質（COD）の現況（２０００年）と２０５０年の比較 
 




































2000 -9.4 -9.6 -6.4 -8.3 -6.0 -6.7 
2050A -10.5 -11.2 -8.0 -9.8 -7.8 -8.8 
2050B -10.1 -10.2 -7.9 -9.1 -7.7 -8.4 
０ １ １－１ １－２ ２ ３
 
























2000 -7.2 -6.9 -4.1 -5.9 -6.1 -4.1 
2050A -6.7 -6.9 -4.7 -6.1 -6.2 -4.7 
2050B -6.9 -6.7 -5.4 -6.2 -6.2 -5.1 
０ １ １－１ １－２ ２ ３
 
図６-3-１（６） N 流域での平常時流量指標と水質指標の現況（２０００年）と２０５０年の比較 
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流量指標 -8.0 -10.2 -5.7 -7.6 -6.7 -7.8 
水質指標 -2.4 -1.0 -2.3 -2.1 -1.1 -1.0 
0 1 １－１ １－２ 2 ３
 



















流量指標 -7.5 -9.2 -5.9 -7.2 -6.6 -7.4 
水質指標 -2.6 -1.0 -2.1 -1.9 -1.2 -1.1 
0 1 １－１ １－２ 2 ３
 
































流量指標 -4.4 -6.3 -2.0 -4.9 -4.9 -2.0 
水質指標 -2.3 -0.6 -2.7 -1.2 -1.3 -2.7 
0 1 １－１ １－２ 2 3
 





















流量指標 -4.5 -6.0 -2.8 -4.9 -4.9 -2.8 
水質指標 -2.4 -0.7 -2.6 -1.2 -1.3 -2.4 
0 1 １－１ １－２ 2 3
 









（表６-3-１(３)参照）を加味して I、N 流域の洪水被害指標を算定した。 
なお、洪水被害原単位は、経済成長率より、シナリオ Aでは現状の２．７倍シナリオＢで１．６倍とした。 
 
表６-3-１(1) I 流域の市街化率                  (単位：面積ｋｍ２) 
流域 宅地 道路 その他 市街地面積 流域面積 市街化率 
I-1 1 1 4 6 35 0.17 
I-2 4 2 6 12 55 0.22 
I-3 8 3 14 25 70 0.36 
I-4 8 5 10 23 60 0.38 
合計 21 11 34 66 220 0.30 
 
表６-3-１(２) N 流域の市街化率                  (単位：面積ｋｍ２) 
流域 宅地 道路 その他 市街地面積 流域面積 市街化率 
N1 5 1 3 9 21 0.43 
N2 3 1 1 5 10 0.50 
N3 3 2 2 7 10 0.70 
N4 3 1 2 6 9 0.67 
合計 14 5 8 27 50 0.54 
 
表６-3-１(３) I、N 流域における 2050 年の状況想定 
 I 流域 N 流域 
流域勾配（I） I=500m/25km=1/200 I=200m/20km=1/100 
流域長（L） L=２５km L=20km 
（L/√I）-０．５10 0.0501 0.0671 
都市化率(ν) ν=0.30 ν=0.54 
治水レベル（Nf） Nf＝２0（年確率） Nf＝10（年確率） 
R１=542.5(L/√I)-0.510 26.97 36.38 
R２=1３１.4(L/√I)-0.510 6.58 8.81 
シナリオ ２０５０A ２０５０B ２０５０A ２０５０B 
洪水被害原単位（Jｆ） 2.69 1.64 2.69 1.64 
洪水リスク Df（億円/年） 8.32 5.08 7.52 4.59 
 
 




  河川への接近度及び河川自然指標は現況と変化はないものとした（表６-3-１(４)）。 
 
表６-3-１(４) I、N 流域における河川接近度・自然指標  （単位：億円/年） 
 I 流域 N 流域 
河川接近度指標 -4.0 -6.9 





表６-3-１(５) 自然緑地面積（単位：ｋｍ２）と自然緑地指標値（単位：億円/年）               
流域 農地 森林 自然面積 指標値 流域 農地 森林 自然面積 指標値 
I-1 2 26 28 4.9 N1 5 6 11 3.5 
I-2 4 38 42 7.7 N2 3 0 3 1.5 
I-3 8 35 43 9.3 N3 2 0 2 1.0 
I-4 13 20 33 9.6 N4 2 0 2 1.0 
合計 27 119 146 31.6 合計 12 6 18 7.0 
 
表６-3-１(６) I 流域における湖沼等水面指標値               （単位：億円/年） 
ケース ０ １ １－１ １－２ ２ ３ 
I 2000 3.2 3.4 3.3 3.2 3.4 3.4 
I 2050A 3.7 3.9 3.7 3.7 3.9 3.9 
I 2050B 3.7 3.9 3.8 3.7 3.9 3.9 
 
表６-3-１(７) N 流域における湖沼等水面指標値               （単位：億円/年） 
ケース ０ １ １－１ １－２ ２ ３ 
N2000 1.4 1.6 1.7 1.7 1.6 1.7 
N2050A 1.9 2.1 2.1 2.1 2.1 2.1 












I 流域の河川流域指標は、A、B いずれのシナリもをケース２が最も高い評価となった。 
 
表６-3-１(８) I 流域における２０５０A シナリオでの河川流域指標総括      （単位：億円/年） 
 ケース ０ 1 1-1 1-2 2 3 
河川指標 平時流量 -8.0 -10.2 -5.7 -7.6 -6.7 -7.8 
  洪水被害 -8.3 -8.3 -8.3 -8.3 -8.3 -8.3 
  水質 -2.5 -1.0 -2.3 -2.1 -1.1 -1.0 
  接近度 -4.0 -4.0 -4.0 -4.0 -4.0 -4.0 
  自然度 -5.6 -5.6 -5.6 -5.6 -5.6 -5.6 
小計  -28.4 -29.1 -26.0 -27.7 -25.7 -26.7 
流域指標 自然面積 31.6 31.6 31.6 31.6 31.6 31.6 
  湖沼等水面 3.7 3.9 3.7 3.7 3.9 3.9 
小計  35.3 35.5 35.4 35.3 35.5 35.5 
合計  6.9 6.4 9.4 7.6 9.8 8.8 
 
表６-3-１(９)  I 流域における２０５０B シナリオでの河川流域指標総括     （単位：億円/年） 
 ケース 0 1 1-1 1-2 2 3 
河川指標 平時流量 -7.5 -9.2 -5.9 -7.2 -6.6 -7.4 
 洪水被害 -5.1 -5.1 -5.1 -5.1 -5.1 -5.1 
 水質 -2.6 -1.0 -2.1 -1.9 -1.2 -1.1 
 接近度 -4.0 -4.0 -4.0 -4.0 -4.0 -4.0 
 自然度 -5.6 -5.6 -5.6 -5.6 -5.6 -5.6 
小計  -24.8 -24.9 -22.6 -23.9 -22.4 -23.1 
流域指標 自然面積 31.6 31.6 31.6 31.6 31.6 31.6 
 湖沼等水面 3.7 3.9 3.8 3.7 3.9 3.9 
小計   35.3 35.5 35.4 35.4 35.5 35.5 
合計   10.5 10.5 12.8 11.5 13.1 12.4 
 









表６-3-１(10) N 流域における２０５０A シナリオでの河川流域指標総括     （単位：億円/年） 
 ケース 0 1 1-1 1-2 2 3 
河川指標 平時流量 -4.4 -6.3 -2.0 -4.9 -4.9 -2.0
  洪水被害 -7.5 -7.5 -7.5 -7.5 -7.5 -7.5
  水質 -2.3 -0.6 -2.7 -1.2 -1.3 -2.7
  接近度 -6.9 -6.9 -6.9 -6.9 -6.9 -6.9
  自然度 -1.1 -1.1 -1.1 -1.1 -1.1 -1.1
小計   -22.2 -22.4 -20.2 -21.6 -21.7 -20.2
流域指標 自然面積 7.0 7.0 7.0 7.0 7.0 7.0
  湖沼等水面 1.9 2.1 2.1 2.1 2.1 2.1
小計   8.9 9.1 9.1 9.1 9.1 9.1
合計   -13.3 -13.3 -11.1 -12.5 -12.6 -11.1
 
表６-3-１(11) N 流域における２０５０B シナリオでの河川流域指標総括     （単位：億円/年） 
 ケース 0 1 1-1 1-2 2 3 
河川指標 平時流量 -4.5 -6.0 -2.8 -4.9 -4.9 -2.8
  洪水被害 -4.6 -4.6 -4.6 -4.6 -4.6 -4.6
  水質 -2.4 -0.7 -2.6 -1.2 -1.3 -2.4
  接近度 -6.9 -6.9 -6.9 -6.9 -6.9 -6.9
  自然度 -1.1 -1.1 -1.1 -1.1 -1.1 -1.1
小計   -19.5 -19.3 -17.9 -18.7 -18.8 -17.7
流域指標 自然面積 7.0 7.0 7.0 7.0 7.0 7.0
  湖沼等水面 1.8 2.1 2.1 2.1 2.1 2.1
小計   8.8 9.1 9.1 9.1 9.1 9.1




































I河川 -0.5 -0.2 -19.6 -12.1 0.0 -0.1 -0.7 -1.1 0.0 0.0 -2.6 -1.5 
淀川 -0.2 -0.1 -0.2 -0.1 -0.2 -0.1 0.0 0.0 -13.4 -11.5 -0.7 -0.5 
A B A B A B A B A B A B
0 1 １－１ １－２ ２ ３
 





















N河川 0.0 0.0 0.0 -2.0 -1.2 0.0 0.0 -4.6 -6.9 0.0 0.0 0.0 0.0 
淀川 -0.2 -2.5 -2.0 -2.5 -2.0 -2.5 -2.0 0.0 0.0 -11.5 -9.8 -11.5 -9.8 
A B A B A B A B A B A B
0 1 １－１ １－２ ２ ３
 
図６-3-2（２） N 流域（２０５０）における渇水被害指標 
 

















2000 -0.1 -3.1 0.0 0.0 -0.8 -0.4 
2050A -0.7 -19.8 -0.2 -0.7 -13.4 -3.3 
2050B -0.3 -12.2 -0.2 -1.1 -11.5 -2.0 
0 1 １－１ １－２ ２ ３
 
















2000 -0.2 -2.0 -0.2 -1.9 -0.8 -0.8 
2050A -2.5 -4.5 -2.5 -4.6 -11.5 -11.5 
2050B -2.0 -3.2 -2.0 -6.9 -9.8 -9.8 
0 1 １－１ １－２ ２ ３
 

















表６-3-2（１） I 流域における配管内訳（２０５０A）                      （単位：ｋｍ） 
I モデル ダクタイル鋳鉄管 鋼管 鋳鉄管 ポリエチレン 塩化ビニル 石綿セメント 計 
管径（ｍｍ） 耐震型 その他       
Φ50～100 19 318 4 80 209 11 28 668 
Φ150～250 17 292 2 89 13 0 8 422 
Φ300～500 4 65 1 26 0 0 1 97 
Φ600～700 0 6 0 0 0 0 0 7 
Φ800～900 0 1 0 0 0 0 0 1 
Φ1000以上 0 0 0 0 0 0 0 0 
合計 40 682 7 196 222 11 37 1196 
 
 
表６-3-2（２） I 流域における配管内訳（２０５０Ｂ）                      （単位：ｋｍ） 
I モデル ダクタイル鋳鉄管 鋼管 鋳鉄管 ポリエチレン 塩化ビニル 石綿セメント 計 
管径（ｍｍ） 耐震型 その他       
Φ50～100 20 338 4 85 222 11 29 709 
Φ150～250 16 268 2 82 12 0 7 388 
Φ300～500 4 65 1 25 0 0 1 97 
Φ600～700 0 1 0 0 0 0 0 2 
Φ800～900 0 0 0 0 0 0 0 1 
Φ1000以上 0 0 0 0 0 0 0 0 
合計 40 673 7 193 234 11 38 1196 
 
 
表６-3-2（３） Ｎ流域における配管内訳（２０５０Ａ，Ｂ）                  （単位：ｋｍ） 
I モデル ダクタイル鋳鉄管 鋼管 鋳鉄管 ポリエチレン 塩化ビニル 石綿セメント 計 
管径（ｍｍ） 耐震型 その他       
Φ50～100 8 138 2 35 91 5 12 290 
Φ150～250 7 111 1 34 5 0 3 160
Φ300～500 2 29 1 11 0 0 0 43 
Φ600～700 0 1 0 0 0 0 0 1 
Φ800～900 0 0 0 0 0 0 0 0 
Φ1000以上 0 0 0 0 0 0 0 0 
合計 16 278 3 80 96 5 15 493 






















２０００ -2.4 -2.4 -2.4 -2.2 -2.7 -2.5 
２０５０Ａ -2.3 -2.3 -2.3 -2.1 -2.5 -2.4 
２０５０Ｂ　 -2.1 -2.1 -2.1 -2.0 -2.4 -2.2 
０ 1 １－１ １－２ 2 3
 





















２０００ -1.5 -1.5 -1.5 -1.1 -1.6 -1.6 
２０５０Ａ -1.1 -1.1 -1.1 -0.9 -1.2 -1.2 
２０５０Ｂ　 -1.1 -1.1 -1.1 -0.9 -1.2 -1.2 






















２０００ -5.7 -5.7 -5.7 -5.4 -6.2 -5.9 
２０５０Ａ -4.6 -4.6 -4.6 -4.3 -5.2 -4.8 
２０５０Ｂ　 -4.9 -4.9 -4.9 -4.5 -5.4 -5.1 
０ 1 １－１ １－２ 2 3
 
図６-3-2（７） Ｉ流域における地震断水被害指標 






















２０００ -3.4 -3.4 -3.4 -2.7 -3.5 -3.5 
２０５０Ａ -2.2 -2.2 -2.2 -1.6 -2.4 -2.4 
２０５０Ｂ　 -2.2 -2.2 -2.2 -1.6 -2.4 -2.4 




























水源事故 0.00 0.00 0.00 0.00 -0.04 0.00 
非飲用 -3.74 -3.44 -4.27 -5.19 -2.25 -3.08 
クリプト -0.02 -0.02 -0.08 -0.10 0.00 -0.01 
発ガン -0.01 -0.01 -0.01 -0.01 -0.01 -0.01 
地震被害 -4.63 -4.63 -4.63 -4.26 -5.17 -4.81 
管路事故 -2.30 -2.30 -2.30 -2.13 -2.55 -2.38 
渇水断水 -0.70 -19.80 -0.19 -0.65 -13.45 -3.25 
0 1 1-1 1-2 ２ ３
 
図６-3-2（9） ２０５０A シナリオを想定した I 流域における水道指標総括表 


















水源事故 0.00 0.00 0.00 0.00 -0.04 0.00 
非飲用 -3.76 -3.43 -4.06 -4.94 -2.25 -3.07 
クリプト -0.02 -0.02 -0.07 -0.09 0.00 -0.01 
発ガン -0.01 -0.01 -0.01 -0.01 -0.01 -0.01 
地震被害 -4.89 -4.89 -4.89 -4.53 -5.43 -5.07 
管路事故 -2.15 -2.15 -2.15 -1.98 -2.39 -2.23 
渇水断水 -0.26 -12.25 -0.18 -1.07 -11.46 -2.04 
0 1 1-1 1-2 ２ ３
 





















水源事故 -0.01 -0.01 -0.01 0.00 -0.04 -0.04 
非飲用 -2.99 -2.74 -2.67 -5.75 -1.92 -1.92 
クリプト 0.00 0.00 -0.03 -0.16 0.00 -0.01 
発ガン -0.01 -0.01 -0.01 -0.01 -0.01 -0.01 
地震被害 -2.20 -2.20 -2.20 -1.58 -2.36 -2.36 
管路事故 -1.14 -1.14 -1.14 -0.85 -1.21 -1.21 
渇水断水 -2.53 -4.52 -2.53 -4.57 -11.53 -11.53 
0 1 1-1 1-2 ２ ３
 
図６-3-2（11） ２０５０A シナリオを想定した N 流域における水道指標総括表 























水源事故 -0.01 -0.01 -0.01 0.00 -0.04 -0.04 
非飲用 -3.05 -2.76 -2.68 -5.77 -1.92 -1.92 
クリプト 0.00 0.00 -0.03 -0.13 0.00 -0.01 
発ガン -0.01 -0.01 -0.01 -0.01 -0.01 -0.01 
地震被害 -2.20 -2.20 -2.20 -1.58 -2.36 -2.36 
管路事故 -1.14 -1.14 -1.14 -0.85 -1.21 -1.21 
渇水断水 -1.96 -3.18 -1.97 -6.86 -9.82 -9.82 
0 1 １－１ １－２ ２ ３
 
図６-3-2（12） ２０５０B シナリオを想定した N 流域における水道指標総括表 
 








































２０００ -7.6 -9.3 -10.3 -8.8 -11.6 -10.1 
２０５０A -6.5 -7.9 -8.7 -7.4 -9.9 -8.6 
２０５０B -5.5 -6.6 -7.2 -6.3 -8.1 -7.1 
0 1 1-1 1-2 2 3
 





















２０００ -9.2 -10.4 -10.8 -7.8 -11.2 -11.5 
２０５０A -6.7 -7.6 -7.9 -5.8 -8.2 -8.4 
２０５０B -5.4 -6.0 -6.2 -4.6 -6.4 -6.6 


























２０００ -28.0 -35.1 -36.1 -34.9 -36.8 -36.1 
２０５０A -25.4 -31.5 -32.4 -31.3 -33.1 -32.2 
２０５０B -23.3 -28.8 -29.6 -28.7 -30.1 -29.4 
0 1 1-1 1-2 2 3
 



















２０００ -23.5 -28.3 -29.0 -27.0 -28.8 -29.3 
２０５０A -18.2 -21.7 -22.3 -20.9 -22.2 -22.5 
２０５０B -16.2 -19.4 -19.9 -18.8 -19.8 -20.2 
0 1 1-1 1-2 2 3
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６-３-４  将来シナリオの総合評価結果 






表６-3-4(1) 2050A シナリオによる I 流域における総合評価の結果  (単位：億円/年) 
ケース 0 1 1-1 1-2 2 3 
河川流域指標 6.9 6.4 9.4 7.6 9.8 8.8 
水道指標 -11.4 -30.2 -11.5 -12.4 -23.5 -13.5 
地球環境 -6.5 -7.9 -8.7 -7.4 -9.9 -8.6 
小計 -11.0 -31.7 -10.8 -12.2 -23.6 -13.4 
LCC-エネ -25.4 -31.5 -32.4 -31.3 -33.1 -32.2 
総合計（域水指標） -36.4 -63.3 -43.3 -43.5 -56.7 -45.6 
 
 
表６-3-4(２) 2050B シナリオによる I 流域における総合評価の結果  (単位：億円/年) 
ケース 0 1 1-1 1-2 2 3 
河川流域指標 10.5 10.5 12.8 11.5 13.1 12.4 
水道指標 -11.1 -22.7 -11.3 -12.6 -21.6 -12.4 
地球環境 -5.5 -6.6 -7.2 -6.3 -8.1 -7.1 
小計 -6.1 -18.8 -5.8 -7.4 -16.6 -7.2 
LCC-エネ -23.3 -28.8 -29.6 -28.7 -30.1 -29.4 
総合計（域水指標） -29.4 -47.6 -35.4 -36.1 -46.7 -36.6 
 
（２） Ｎ流域 
河川流域指標は A シナリオではケース１－１とケース３、Ｂシナリオではケース３、水道指標は A、B とも












表６-3-4(３) 2050A シナリオによる N 流域における総合評価の結果  (単位：億円/年) 
ケース 0 1 1-1 1-2 2 3 
河川流域指標 -13.3 -13.3 -11.1 -12.5 -12.6 -11.1 
水道指標 -8.9 -10.6 -8.6 -12.9 -17.1 -17.1 
地球環境 -6.7 -7.6 -7.9 -5.8 -8.2 -8.4 
小計 -28.9 -31.5 -27.6 -31.2 -37.9 -36.6 
LCC-エネ -18.2 -21.7 -22.3 -20.9 -22.2 -22.5 
総合計（域水指標） -47.1 -53.3 -49.9 -52.1 -60.0 -59.1 
 
表６-3-4(４) 2050B シナリオによる N 流域における総合評価の結果  (単位：億円/年) 
ケース 0 1 1-1 1-2 2 3 
河川流域指標 -10.6 -10.2 -8.8 -9.6 -9.7 -8.6 
水道指標 -8.4 -9.3 -8.0 -15.2 -15.4 -15.4 
地球環境 -5.4 -6.0 -6.2 -4.6 -6.4 -6.6 
小計 -24.4 -25.5 -23.0 -29.4 -31.5 -30.5 
LCC-エネ -16.2 -19.4 -19.9 -18.8 -19.8 -20.2 
総合計（域水指標） -40.6 -44.9 -43.0 -48.2 -51.2 -50.7 
 
 
６-３-４  総合評価結果に関する考察 
「流域水資産健全度指数」（域水指標）による総合評価の結果、人口密度が高い N 流域に関しては、
A,B シナリオとも現状（２０００）シナリオと同じく、現在のシステムで下水処理水を河川へ還流するケース１
－１が最も高い評価となった。一方、N 流域に比して人口密度が低い I 流域に関しては、現状シナリオで
はケース３が高い評価であったが、２０５０シナリオでは、ケース１－１が高い評価となった。また、Ｉ流域で
はケース１－１と水源を他流域に頼らない自律分散型のケース１－２との差は小さく、流域特性によって評














また I 流域において、シナリオ B を取ったとしても、域水指標では２０００年現状ケース０の－３６．５億円
/年（第５章表５-4-1(1)）と比較して、０．９億円/年と率にして２％しか向上しておらず、地球環境指標に関
しては、ケース 1-2 を取ったとしても２０００年と比較して１７%程度の向上に止まっている（図 6-3-3(１)）。 



























１） 環境省：2050 日本低炭素社会シナリオ：温室効果ガス 70％削減可能性検討,2007. 
２） 気象庁：気象統計情報（大阪年ごとの値）,2007. 
３） 国立社会保障・人口問題研究所：日本の将来推計人口（平成１４年 1 月推計）,2002. 
４） 農林水産省：H18 年度食料自給率レポート：200７. 
  
 


















































































































 制約項目 制約条件 
（１） 「流域水環境健全度指数」 ＞０ 
（２） 「地球環境指標」 現状より２０～４０％削減 
（３） 下水処理水活用 １００％ 












表 7-2-1(1) 次世代へ向けた新たな方策 
 新たな方策のメニュー 目的及び内容 
① 流域対策 渇水や浸水被害軽減のための雨水浸透施設等の導入 
② 膜処理施設の導入 安全でおいしい水の安定的供給 
③ 管路の高機能化 耐震管路や長寿命管路の導入 
④ 2 元給水システムの導入 主に飲用の上水と洗浄用の中水を分離して供給 
⑤ 都市のコンパクト化 都市近郊農地及び環境負荷の少ない中心市街地の増加 
⑥ 土地利用誘導 洪水被害の軽減や自然緑地増大 
   
 
 ２０００シナリオ ２０５０Ａシナリオ ２０５０Ｂシナリオ 
 1元給水 ケース 1元給水 ケース １元給水 ケース 






     ↓             ↓            ↓ 
 ②膜処理施設の導入  ②膜処理施設の導入  ②膜処理施設の導入 
     ↓                          ↓ 
 ③管路高機能化    ③管路高機能化 
        ↓                     ↓ 
 １元給水 ④ 2元給水 １元給水 ④ 2元給水 
 1-1 1-2 1a 1b 2a 2b 
 
1-1 1-2 1a 1b 2a 2b 
        ↓                     ↓ 
 ⑤都市のコンパクト化  ⑤都市のコンパクト化 
        ↓                     ↓ 
 ⑥土地利用誘導   ⑥土地利用誘導 
図 7-2-1(1) 新たな対策のメニューと検討フロー 


































































































２０００シナリオ 対策メニュー 対象地域場所 I流域 N流域 単位
透水性舗装 市町村道 5.57 2.9 ｋm2
浸透マス・ﾄﾚﾝﾁ 中高層地区 10.95 9.25 km2 
流域調整池 公園 2.67 0.84 ｋm2
（１）流域の貯留浸透 
ため池活用 農業用ため池 2.6 1.7 ｋm2
家庭内カスケード利用 各家庭 72.8 59 .7 千戸
各戸貯留 各家庭 56. 4 52.3 千戸
（２）水の効率的利活用 
下水処理水の河川還流 河川 １～３ １～３ 箇所
下水道整備 下水道計画区域 25 20 ｋm2（３）水質の保全・向上 




２０５０シナリオ 対策メニュー 対象地域場所 I流域 N流域 単位
透水性舗装 市町村道 6.12 3.68 ｋm2 
浸透マス・ﾄﾚﾝﾁ 中高層地区 9.20 6.48 km2 
流域調整池 公園 2.67 0.84 ｋm2 
①流域の貯留浸透 
ため池活用 農業用ため池 2.6 1.7 ｋm2 
家庭内カスケード利用 各家庭 61.2 42. 8 千戸
各戸貯留 各家庭 47.4 37.7 千戸
②水の効率的利活用 
下水処理水の河川還流 河川 １～３ １～３ 箇所
下水道整備 下水道計画区域 21 14 ｋm2 ③水質の保全・向上 










 透水性舗装により路面からの降雨流出は自然地（森林）の状況になるものとし、第 3 章 3-1-1(3)で示し
た洪水指標で示した自然域の流出係数（ｆ＝０．６）を用いることとした。 
○平常時流量の増加 












    
表 7-2-2(4) 透水性舗装の効果 
道路舗装面 通常舗装 透水性舗装 備考 
流出率 0.9 0.2 宅地⇒森林 
蒸発散抵抗係数 0.36 0.72 宅地⇒森林 
COD 負荷流出量ｋg/km2 39.6 39.6 年間流出流量の減 
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浸透マスは W＝0.5ｍ、H=0.8m、浸透トレンチとして W＝0.75ｍ、H=0.75ｍを採用することとした。 
KOは飽和透水係数（m/hr）で土地の土質条件より下表で決定される 7）。 
 
表 7-2-2(6) 土質条件別飽和透水係数 
種別 粘土 シルト 微細砂 細砂 中砂 粗砂 小砂利 
粒径（mm) 0～0.01 0.01～0.06 0.05～0.10 0.10～0.25 0.25～0.50 0.50～1.0 1.0～5.0











表 7-2-2(8) 浸透施設の数量 
 単位浸透量 数量 浸透量 
浸透マス 0.57 m3／個・ｈｒ 40 個/ha 23 ｍ３/hr/ha 
浸透トレンチ 0.41 m3／ｍ・ｈｒ 400 ｍ/ha 163 ｍ３/hr/ha 












 透水ﾏｽ ﾄﾚﾝﾁ 
Q 0.572（m3/h/個） 0.408（m3/h/m） 
Ko 0.004（cm/s) 0.004（cm/s） 
Ko 0.126(m/h) 0.126(m/h) 
C1 0.81 0.81 
設計水頭 0.80 0.75 
Kf 5.6１(m2) 4.00(m2) 
表 7-2-2(5) 比浸透量の計算式 
表 7-2-2(7) 微細砂の単位浸透量 















































表 7-2-2(９) 開発水量と利水容量 
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雨水利用量 u(mm/日)とした場合、 大阪の降雨について、u=2mm/日として表 7-2-2(10)の数値が示さ
れている。       
 
表 7-2-2(10) 雨水利用率と不足率 
ｐ(㎜) 10 20 30 40 
利用率 e（％） ３１ ２４ ４８ ５０ 
不足率 s（％） ３７ ２２ １７ １３ 
  
③モデル設定 
 敷地面積の１/4 の雨水を集水して利用するとすれば、 
  貯水容量：一人当たり０．５ｍ３ 






Ｉ、Ｎ流域の宅地の人口密度：P/A=０．０１～０．０１２人/m2（宅地 A=２０～２５ｋｍ２、人口 P=２５万人） 
u=２mm/日、p=２０㎜、利用率 e=２４%、不足率ｓ＝２２％より 
削減水量は、５０L×(1-０．２２)＝３９L/人/日となる。 





















 浸透施設 貯留施設 各戸貯留 
平常時流量 降雨流出率ｆの低減： 









洪水被害度 洪水流出係数ｆａ低減：０．９→０．６ 洪水流量低減：０．７５m3/s/万 m3 
渇水被害度 流況Ｑｎ改善：Ｑｎ＋ΔＱ０ ― ― 


















































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































 原単位 浸透性舗装 雨水浸透トレンチ ため池貯留 各戸貯留 
CO2 （t-C/百万円） 6.094 0.807 0.785 2.393 
エネルギー（TOE/百万円） 2.824 1.174 0.808 3.28 
 
表7-2-2(1３) 流域対策の総合費用（２０００、２０５０A,B）  （単位：億円/年）   
I 流域 ２０００ ２０５０A,B N 流域 ２０００ ２０５０A,B
CO2 -0.42 -0.37 CO2 -0.38 -0.27 
ｴﾈﾙｷﾞｰ -0.80 -0.70 ｴﾈﾙｷﾞｰ -0.75 -0.53 
LCC -3.28 -3.42 LCC -1.80 -2.03 
費用計 -4.50 -4.49 費用計 -2.93 -2.83 














表7-2-2(1４) I 流域での2000シナリオにおける流域対策効果・費用総括表（単位：億円/年） 
ケース 0 1 １－１ １－２ ２ ３ 
平常時流量 0.7 0.6 0.7 0.7 0.7 0.8 
河川水質 0.2 0.1 0.1 0.0 0.2 0.1 
洪水被害 0.5 0.5 0.5 0.5 0.5 0.5 
渇水被害 0.0 2.5 0.0 0.0 0.0 0.3 
非飲用 0.1 0.1 0.0 0.1 0.0 0.1 
地震被害 3.4 3.4 3.4 3.4 3.4 3.4 
  効果計 5.0 7.2 4.7 4.8 4.8 5.2 
  費用計 -4.5 -4.5 -4.5 -4.5 -4.5 -4.5 




表7-2-2(1５) I 流域での2050Aシナリオにおける流域対策効果・費用総括表（単位：億円/年） 
ケース 0 1 １－１ １－２ ２ ３ 
平常時流量 0.8 0.9 0.6 0.7 0.7 0.8 
河川水質 0.2 0.1 0.1 0.0 0.2 0.2 
洪水被害 1.3 1.3 1.3 1.3 1.3 1.3 
渇水被害 0.5 13.7 0.0 0.6 0.0 1.9 
非飲用 0.1 0.1 0.0 0.1 0.0 0.1 
地震被害 3.4 3.4 3.4 3.4 3.4 3.4 
  効果計 6.2 19.4 5.5 6.1 5.6 7.6 
  費用計 -4.5 -4.5 -4.5 -4.5 -4.5 -4.5 
合計 1.7 14.9 1.0 1.6 1.1 3.1 
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表7-2-2(1６) I 流域での2050Bシナリオにおける流域対策効果・費用総括表（単位：億円/年） 
ケース 0 1 １－１ １－２ ２ ３ 
平常時流量 0.7 0.9 0.6 0.6 0.7 0.9 
河川水質 0.3 0.1 0.1 0.1 0.2 0.2 
洪水被害 0.8 0.8 0.8 0.8 0.8 0.8 
渇水被害 0.1 9.4 0.1 1.0 0.0 1.2 
非飲用 0.1 0.1 0.1 0.1 0.0 0.1 
地震被害 3.4 3.4 3.4 3.4 3.4 3.4 
  効果計 5.4 14.7 5.1 6.0 5.1 6.5 
  費用計 -4.5 -4.5 -4.5 -4.5 -4.5 -4.5 
合計 0.9 10.3 0.6 1.6 0.6 2.1 
 
表7-2-2(1７) N流域での2000シナリオにおける流域対策効果・費用総括表（単位：億円/年） 
ケース 0 1 １－１ １－２ ２ ３ 
平常時流量 1.0 1.0 0.2 1.0 1.0 0.2 
河川水質 -0.1 -0.3 0.3 -0.2 -0.1 0.5 
洪水被害 1.1 1.1 1.1 1.1 1.1 1.1 
渇水被害 0.0 1.5 0.0 1.7 0.0 0.0 
非飲用 0.3 0.2 0.1 0.5 0.0 0.0 
地震被害 2.3 2.3 2.3 2.3 2.3 2.3 
  効果計 4.5 5.8 4.0 6.5 4.3 4.1 
  費用計 -2.9 -2.9 -2.9 -2.9 -2.9 -2.9 
合計 1.6 2.8 1.1 3.5 1.4 1.1 
 
表7-2-2(1８) N流域での2050Aシナリオにおける流域対策効果・費用総括表（単位：億円/年） 
ケース 0 1 １－１ １－２ ２ ３ 
平常時流量 0.7 0.7 0.7 0.7 0.7 0.7 
河川水質 0.1 -0.2 0.2 -0.1 0.0 0.7 
洪水被害 2.1 2.1 2.1 2.1 2.1 2.1 
渇水被害 0.0 1.6 0.0 4.2 0.0 0.0 
非飲用 0.2 0.1 0.1 0.4 0.0 0.0 
地震被害 2.3 2.3 2.3 2.3 2.3 2.3 
  効果計 5.3 6.6 5.3 9.6 5.1 5.7 
  費用計 -2.8 -2.8 -2.8 -2.8 -2.8 -2.8 
合計 2.5 3.8 2.5 6.8 2.2 2.9 




ケース 0 1 １－１ １－２ ２ ３ 
平常時流量 0.7 0.7 0.7 0.7 0.7 0.7 
河川水質 0.0 -0.1 0.3 -0.1 0.0 0.4 
洪水被害 1.3 1.3 1.3 1.3 1.3 1.3 
渇水被害 0.0 1.0 0.0 6.5 0.0 0.0 
非飲用 0.2 0.1 0.1 0.5 0.0 0.0 
地震被害 2.2 2.2 2.2 1.6 2.3 2.3 
  効果計 4.4 5.2 4.5 10.5 4.3 4.6 
  費用計 -2.8 -2.8 -2.8 -2.8 -2.8 -2.8 
合計 1.5 2.4 1.7 7.7 1.4 1.8 
 
（１０）流域対策を含めた総合評価結果 














表7-2-2(２０) I 流域での2000シナリオにおける流域対策後の総合評価 （単位：億円/年） 
ケース 0 1 1-1 1-2 2 3 
河川流域指標 13.2 13.0 16.2 14.2 16.8 16.2 
水道指標 -9.3 -9.3 -9.8 -10.3 -9.0 -8.8 
地球環境 -8.8 -10.5 -11.5 -10.0 -12.8 -11.3 
小計（域水環境指数） -4.8 -6.9 -5.1 -6.1 -5.0 -3.9 
LCC-エネ -31.3 -38.4 -39.4 -38.2 -40.1 -39.4 
計（域水指数） -36.1 -45.3 -44.5 -44.3 -45.1 -43.3 
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表7-2-2(２１) I 流域での2050Aシナリオにおける流域対策後の総合評価（単位：億円/年） 
ケース 0 1 1-1 1-2 2 3 
河川流域指標 9.1 8.6 11.4 9.6 11.9 11.0 
水道指標 -7.4 -13.0 -8.0 -8.2 -20.1 -8.2 
地球環境 -7.6 -9.0 -9.8 -8.5 -11.0 -9.7 
小計（域水環境指数） -5.9 -13.4 -6.4 -7.1 -19.1 -6.9 
LCC-エネ -28.8 -34.9 -35.8 -34.7 -36.5 -35.7 
計（域水指数） -34.7 -48.3 -42.3 -41.8 -55.6 -42.5 
 
表7-2-2(2２)  I 流域での2050Bシナリオにおける流域対策後の総合評価（単位：億円/年） 
ケース 0 1 1-1 1-2 2 3 
河川流域指標 12.2 12.3 14.3 13.0 14.8 14.2 
水道指標 -7.4 -9.8 -7.8 -8.1 -18.2 -7.7 
地球環境 -6.5 -7.7 -8.3 -7.3 -9.2 -8.2 
小計（域水環境指数） -1.7 -5.1 -1.8 -2.4 -12.6 -1.7 
LCC-エネ -26.7 -32.2 -33.0 -32.1 -33.5 -32.8 
計（域水指数） -28.5 -37.3 -34.8 -34.5 -46.1 -34.5 
 
表7-2-2(2３) I流域における流域対策前後の総合評価比較      （単位：億円/年） 
シナリオ ケース 0 1 1-1 1-2 2 3 
２０００ 対策前 -36.6 -47.9 -44.7 -44.5 -45.4 -44.0 
  対策後 -36.1 -45.3 -44.5 -44.3 -45.1 -43.3 
     効果 0.5 2.7 0.2 0.3 0.3 0.7 
２０５０A 対策前 -36.4 -63.3 -43.3 -43.5 -56.7 -45.6 
  対策後 -34.7 -48.3 -42.3 -41.8 -55.6 -42.5 
     効果 1.7 14.9 1.0 1.6 1.1 3.1 
２０５０B 対策前 -29.4 -47.6 -35.4 -36.1 -46.7 -36.6 
  対策後 -28.5 -37.3 -34.8 -34.5 -46.1 -34.5 
    効果 0.9 10.3 0.6 1.6 0.6 2.1 
 















表7-2-2(2４) N流域での2000シナリオにおける流域対策後の総合評価 （単位：億円/年） 
ケース 0 1 1-1 1-2 2 3 
河川流域指標 -8.5 -8.2 -5.5 -7.0 -7.1 -5.4 
水道指標 -6.9 -6.7 -6.5 -9.5 -6.3 -6.3 
地球環境 -10.3 -11.6 -12.0 -9.0 -12.3 -12.6 
小計（域水環境指数） -25.7 -26.5 -23.9 -25.5 -25.7 -24.2 
LCC-エネ -25.3 -30.1 -30.8 -28.8 -30.6 -31.1 




ケース 0 1 1-1 1-2 2 3 
河川流域指標 -10.5 -10.7 -8.1 -9.8 -9.8 -7.7 
水道指標 -6.4 -6.6 -6.3 -6.0 -14.8 -14.8 
地球環境 -7.5 -8.4 -8.7 -6.6 -9.0 -9.2 
小計（域水環境指数） -24.4 -25.7 -23.1 -22.4 -33.6 -31.7 
LCC-エネ -20.2 -23.8 -24.4 -22.9 -24.2 -24.6 
計（域水指数） -44.6 -49.5 -47.5 -45.3 -57.8 -56.2 
 





ケース 0 1 1-1 1-2 2 3 
河川流域指標 -8.7 -8.4 -6.5 -7.7 -7.7 -6.2 
水道指標 -6.0 -6.0 -5.8 -6.6 -13.1 -13.1 
地球環境 -6.2 -6.8 -7.0 -5.4 -7.2 -7.4 
小計（域水環境指数） -20.8 -21.1 -19.3 -19.7 -28.0 -26.7 
LCC-エネ -18.3 -21.4 -22.0 -20.8 -21.8 -22.3 




表7-2-2(2７) N流域における流域対策前後の総合評価比較     （単位：億円/年） 
シナリオ ケース 0 1 1-1 1-2 2 3 
２０００ 対策前 -52.6 -59.4 -55.7 -57.8 -57.7 -56.4 
  対策後 -51.0 -56.6 -54.6 -54.3 -56.3 -55.3 
     効果 1.6 2.8 1.1 3.5 1.4 1.1 
２０５０A 対策前 -47.1 -53.3 -49.9 -52.1 -60.0 -59.1 
  対策後 -44.6 -49.5 -47.5 -45.3 -57.8 -56.2 
     効果 2.5 3.8 2.5 6.8 2.2 2.9 
２０５０B 対策前 -40.6 -44.9 -43.0 -48.2 -51.2 -50.7 
  対策後 -39.1 -42.5 -41.3 -40.5 -49.8 -49.0 














































e-Water ガイドライン集 17)において、既存膜ろ過設備（機械電気）は 20万円/m3程度であるが、水質が
比較的悪い表流水を対象とした供給水においても新技術の導入で約１/2～１/5 とされており、膜ろ過設
備単価が表 7-2-3（１）のように試算されている。これらの試算値を参考に、今後 50 年間に大きな価格低
減があるものとして、表 7-2-3（2）に示すように試算値の最小ｹｰｽを M1、平均ｹｰｽを M2 とした。 




表 7-2-3(1) 膜ろ過設備の単価試算値 
建設費              万円/（m3/日） 維持管理費             円/m3 
総建設費 最小 最大 平均 動力費 最小 最大 平均 
 5 万ｍ３/日 5.40 9.20 7.30  5 万ｍ３/日 0.61 1.50 1.06 
10 万ｍ３/日 4.90 8.40 6.65 10 万ｍ３/日 0.61 1.50 1.06 
20 万ｍ３/日 4.80 8.40 6.60 20 万ｍ３/日 0.61 1.50 1.06 
平均 5.03 8.67 6.85 平均 0.61 1.50 1.06 
設備費 最小 最大 平均 薬品費 最小 最大 平均 
 5 万ｍ３/日 4.80 8.40 6.60  5 万ｍ３/日 0.02 1.10 0.56 
10 万ｍ３/日 4.40 7.90 6.15 10 万ｍ３/日 0.02 1.10 0.56 
20 万ｍ３/日 4.20 7.90 6.05 20 万ｍ３/日 0.02 1.10 0.56 
平均 4.47 8.07 6.27 平均 0.02 1.10 0.56 
建設費 最小 最大 平均 薬品洗浄費 最小 最大 平均 
 5 万ｍ３/日 0.60 0.80 0.70  5 万ｍ３/日 0.11 0.44 0.28 
10 万ｍ３/日 0.50 0.50 0.50 10 万ｍ３/日 0.09 0.44 0.27 
20 万ｍ３/日 0.60 0.50 0.55 20 万ｍ３/日 0.09 0.46 0.28 
平均 0.57 0.60 0.58 平均 0.10 0.45 0.27 
設備単位面積 最小 最大 平均 膜交換費 最小 最大 平均 
 5 万ｍ３/日 0.021 0.036 0.0285  5 万 m3/日 0.73 6.07 3.40 
10 万ｍ３/日 0.017 0.029 0.023 10 万 m3/日 0.72 6.07 3.40 
20 万ｍ３/日 0.014 0.025 0.0195 20 万 m3/日 0.72 6.07 3.40 
平均 0.017 0.030 0.024 平均 0.72 6.07 3.40 
 
表 7-2-3（2） 膜処理の検討ケース 
    ｹｰｽ M1 ｹｰｽ M2   
総建設費 5 7 万円/(m3/日） 
建設費 0.5 0.7   
総建設費 
  
  設備費 4.5 6.3   
動力費 0.04 0.07 kwh/m3 
薬品費 0.0004 0.012 kg/m3 




  膜交換費 0.7 3.4 円/m3 
動力費：15 円/kwh、薬品費：45 円/kg として費用から計算 
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(3)膜処理 LCA と LCC 
膜処理の LCA,LCC の算定には、通常の浄水場の LCA と同様の原単位と耐用年数をもちいる。 
下表は通常処理と膜処理の算定の処理フローを示す。 
 
 表 7-2-3（3） 通常処理と膜処理のフロー 
建設： 取水施設(土木・設備)＋沈殿ろ過施設（土木･施設）＋配水池＋配水管 通常処理 
運用： 電力（配水・浄水）＋次亜塩(浄水)＋PAC（浄水）＋苛性ソーダ（浄水） 































I 流域 膜処理 -2.65 -2.38 -2.88 -2.79 -2.67 -2.57 
I 流域 通常処理 -4.51 -3.97 -4.97 -6.05 -2.67 -3.73 
0 1 1-1 1-2 ２ ３
 
図 7-2-3（１） I 流域における２０００シナリオでの通常処理と膜処理の効果比較 
 




















膜処理 -2.16 -2.02 -2.46 -2.34 -2.25 -2.05 
通常処理 -3.62 -3.35 -4.23 -5.09 -2.25 -3.00 
0 1 1-1 1-2 ２ ３
 


















膜処理 -2.17 -2.01 -2.34 -2.21 -2.25 -2.04 
通常処理 -3.65 -3.34 -4.00 -4.82 -2.25 -3.00 
0 1 1-1 1-2 ２ ３
 


















N流域 膜処理 -3.08 -2.86 -2.85 -3.58 -2.67 -2.67 
N流域 通常処理 -4.11 -3.68 -3.66 -7.64 -2.67 -2.67 
0 1 1-1 1-2 ２ ３
 
図 7-2-3（４） N 流域における２０００シナリオでの通常処理と膜処理の効果比較 




















膜処理 -2.13 -2.03 -2.04 -2.49 -1.92 -1.92 
通常処理 -2.80 -2.59 -2.61 -5.32 -1.92 -1.92 
0 1 1-1 1-2 ２ ３
 


















膜処理 -2.16 -2.03 -2.04 -2.48 -1.92 -1.92 
通常処理 -2.85 -2.59 -2.61 -5.30 -1.92 -1.92 
0 1 1-1 1-2 ２ ３
 
図 7-2-3（６） N 流域における２０５０Ｂシナリオでの通常処理と膜処理の効果比較 
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表 7-2-3(4) I 流域での膜処理にかかる地球環境と LCC指標の合計値     (単位：億円/年) 
   ケース 0 1 1-1 1-2 2 3 
2000 通常処理 -24.5 -24.5 -24.5 -21.7 -28.4 -26.2 
  膜処理（M1) -24.5 -24.5 -24.5 -21.9 -28.4 -26.2 
  膜処理（M2) -27.3 -27.3 -27.3 -26.5 -28.4 -27.5 
2050A 通常処理 -22.1 -22.1 -22.1 -19.7 -25.6 -23.5 
  膜処理（M1) -22.1 -22.1 -22.1 -19.8 -25.6 -23.5 
  膜処理（M2) -24.4 -24.4 -24.4 -23.7 -25.6 -25.3 
２０５０B 通常処理 -19.9 -19.9 -19.9 -18.0 -22.7 -21.0 
  膜処理（M1) -19.9 -19.9 -19.9 -18.1 -22.7 -21.0 
  膜処理（M2) -21.6 -21.6 -21.6 -21.0 -22.7 -22.3 
 
表 7-2-3(５) N 流域での膜処理にかかる地球環境と LCC 指標の合計値     (単位：億円/年) 
   ケース 0 1 1-1 1-2 2 3 
2000 通常処理 -20.2 -20.2 -20.2 -14.7 -21.6 -21.6 
  膜処理（M1) -20.3 -20.3 -20.3 -15.0 -21.6 -21.6 
  膜処理（M2) -21.2 -21.2 -21.2 -19.6 -21.6 -21.6 
2050A 通常処理 -15.4 -15.4 -15.4 -11.3 -16.4 -16.4 
  膜処理（M1) -15.4 -15.4 -15.4 -11.4 -16.4 -16.4 
  膜処理（M2) -16.0 -16.0 -16.0 -14.7 -16.4 -16.4 
２０５０B 通常処理 -13.0 -13.0 -13.0 -9.8 -13.8 -13.8 
  膜処理（M1) -13.0 -13.0 -13.0 -9.9 -13.8 -13.8 














   
 
183 
表 7-2-3(６) I 流域の総合的な費用対効果での膜処理(M1)と通常処理の比較  （単位：億円/年） 
  ケース 0 1 1-1 1-2 ２ ３ 
膜導入効果 1.9 1.6 2.1 3.3 0.0 1.2 
総合費用 0.0 0.0 0.0 -0.2 0.0 0.0 
２０００ 
  
  計 1.8 1.5 2.0 3.0 0.0 1.2 
膜導入効果 1.5 1.3 1.8 2.7 0.0 1.0 
総合費用 0.0 0.0 0.0 -0.2 0.0 0.0 
２０５０Ａ 
  
  計 1.4 1.3 1.8 2.6 0.0 0.9 
膜導入効果 1.5 1.3 1.7 2.6 0.0 1.0 
総合費用 0.0 0.0 0.0 -0.1 0.0 0.0 
２０５０Ｂ 
  
  計 1.5 1.3 1.7 2.5 0.0 0.9 
 
表 7-2-3(７) N 流域の総合的な費用対効果での膜処理(M1)と通常処理の比較 （単位：億円/年） 
  ケース 0 1 1-1 1-2 ２ ３ 
膜導入効果 1.0 0.8 0.8 4.1 0.0 0.0 
総合費用 0.0 0.0 0.0 -0.3 0.0 0.0 
２０００ 
  
  計 1.0 0.8 0.8 3.8 0.0 0.0 
膜導入効果 0.7 0.6 0.6 2.8 0.0 0.0 
総合費用 0.0 0.0 0.0 -0.2 0.0 0.0 
２０５０Ａ 
  
  計 0.7 0.6 0.6 2.7 0.0 0.0 
膜導入効果 0.7 0.6 0.6 2.8 0.0 0.0 
総合費用 0.0 0.0 0.0 -0.1 0.0 0.0 
２０５０Ｂ 
  
  計 0.7 0.6 0.6 2.8 0.0 0.0 
 
表 7-2-3(８) I 流域の総合的な費用対効果での膜処理(M２)と通常処理の比較 （単位：億円/年）  
  ケース 0 1 1-1 1-2 ２ ３ 
膜導入効果 1.9 1.6 2.1 3.3 0.0 1.2 
総合費用 -2.8 -2.8 -2.8 -4.8 0.0 -1.3 
２０００ 
  
  計 -0.9 -1.2 -0.7 -1.6 0.0 -0.1 
膜導入効果 1.5 1.3 1.8 2.7 0.0 1.0 
総合費用 -2.3 -2.3 -2.3 -4.1 0.0 -1.8 
２０５０Ａ 
  
  計 -0.8 -1.0 -0.5 -1.3 0.0 -0.8 
膜導入効果 1.5 1.3 1.7 2.6 0.0 1.0 
総合費用 -1.7 -1.7 -1.7 -3.0 0.0 -1.3 
２０５０Ｂ 
  
  計 -0.2 -0.4 0.0 -0.4 0.0 -0.4 
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表 7-2-3(９) N 流域の総合的な費用対効果での膜処理(M２)と通常処理の比較 （単位：億円/年）  
  ケース 0 1 1-1 1-2 ２ ３ 
膜導入効果 1.0 0.8 0.8 4.1 0.0 0.0 
総合費用 -0.9 -0.9 -0.9 -4.9 0.0 0.0 
２０００ 
  
  計 0.1 -0.1 -0.1 -0.8 0.0 0.0 
膜導入効果 0.7 0.6 0.6 2.8 0.0 0.0 
総合費用 -0.7 -0.7 -0.7 -3.4 0.0 0.0 
２０５０Ａ 
  
  計 0.0 -0.1 -0.1 -0.6 0.0 0.0 
膜導入効果 0.7 0.6 0.6 2.8 0.0 0.0 
総合費用 -0.5 -0.5 -0.5 -2.5 0.0 0.0 
２０５０Ｂ 
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表 7-2-4(1) Ｉ、Ｎ流域における水道管路の耐震化後の管路構成（単位：ｋｍ） 
  I 流域 N 流域 
管径（ｍｍ） ２０００ ２０５０B ２０００ ２０５０B 
Φ50～100 706 709 359 290 
Φ150～250 446 388 198 160 
Φ300～500 102 97 53 43 
Φ600～700 7 2 1 1 
Φ800～900 1 1 0 0 
Φ1000 以上 0 0 0 0 
合計 1263 1196 611 493 
管種：ダクタイル鋳鉄管（耐震継ぎ手） 
 
表 7-2-4(2) I 流域における耐震化後の平常時事故被害指標        （単位：億円/年） 
 ケース ０ 1 １－１ １－２ 2 3 
自己水 -0.6 -0.6 -0.6 -0.6 -0.6 -0.6 ２０００ 
  用水供給 -0.2 -0.2 -0.2 0.0 -0.5 -0.3 
自己水 -0.5 -0.5 -0.5 -0.5 -0.5 -0.5 ２０５０B 
  用水供給 -0.2 -0.2 -0.2 0.0 -0.4 -0.2 
 
表 7-2-4(３) N 流域における耐震化後の平常時事故被害指標        （単位：億円/年） 
 ケース ０ 1 １－１ １－２ 2 3 
自己水 -0.3 -0.3 -0.3 -0.3 -0.3 -0.3 ２０００ 
  用水供給 -0.4 -0.4 -0.4 0.0 -0.5 -0.5 
自己水 -0.2 -0.2 -0.2 -0.2 -0.2 -0.2 ２０５０B 
  用水供給 -0.3 -0.3 -0.3 0.0 -0.4 -0.4 
 
 
表 7-2-4(４) I 流域における耐震化が断水被害に与える効果（２０００）       （単位：億円/年） 
 ケース ０ 1 １－１ １－２ 2 3 
自己水 1.5 1.5 1.5 1.5 1.5 1.5 平常時事故断水 
 用水供給 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 
自己水 5.1 5.1 5.1 5.4 4.8 5.0 地震断水 
 用水供給 0.5 0.5 0.5 0.0 1.4 0.8 
計   7.2 7.2 7.2 6.9 7.7 7.4 
 




表 7-2-4（５） I 流域における耐震化が断水被害に与える効果（２０５０B）      （単位：億円/年） 
  ケース ０ 1 １－１ １－２ 2 3 
自己水 1.4 1.4 1.4 1.4 1.4 1.4 平常時事故断水 
 用水供給 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 
自己水 4.4 4.4 4.4 4.5 4.3 4.4 地震断水 
 用水供給 0.5 0.5 0.5 0.0 1.2 0.7 
計   6.3 6.3 6.3 6.0 6.9 6.5 
 
 
表 7-2-4(6) N 流域における耐震化の効果（２０００）                 （単位：億円/年） 
  ケース ０ 1 １－１ １－２ 2 3 
自己水 0.8 0.8 0.8 0.8 0.8 0.8 平常時事故断水 
 用水供給 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 
自己水 2.3 2.3 2.3 2.7 2.2 2.2 地震断水 
 用水供給 1.1 1.1 1.1 0.0 1.4 1.4 
計  4.1 4.1 4.1 3.5 4.3 4.3 
 
表 7-2-4(7) N 流域における耐震化の効果（２０５０B）                （単位：億円/年） 
  ケース ０ 1 １－１ １－２ 2 3 
自己水 0.6 0.6 0.6 0.6 0.6 0.6 平常時事故断水 
 用水供給 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 
自己水 1.4 1.4 1.4 1.6 1.4 1.4 地震断水 
 用水供給 0.8 0.8 0.8 0.0 1.0 1.0 
























































表 7-2-4 (8) NS 形と K 形の管敷設費の比較 





















 合計 100 110.2
図 7-2-4( ) 道の L  


























40年 -24.5 -24.5 -24.5 -21.9 -28.4 -26.2 
60年 -19.6 -19.6 -19.6 -17.4 -23.0 -21.2 
80年 -17.2 -17.2 -17.2 -15.1 -20.3 -18.7 
0 1 1-1 1-2 ２ ３
 

















40年 -19.9 -19.9 -19.9 -18.1 -22.7 -21.0 
60年 -15.4 -15.4 -15.4 -13.9 -17.8 -16.4 
80年 -13.1 -13.1 -13.1 -11.8 -15.2 -14.0 
0 1 1-1 1-2 ２ ３
 
図 7-2-4(３) I 流域での２０５０Ｂシナリオにおける浄水管路耐用年数と総合費用 




















40年 -20.3 -20.3 -20.3 -15.0 -21.6 -21.6 
60年 -17.3 -17.3 -17.3 -12.9 -18.5 -18.5 
80年 -16.0 -16.0 -16.0 -11.8 -17.0 -17.0 
0 1 1-1 1-2 ２ ３
 
















40年 -13.0 -13.0 -13.0 -9.9 -13.8 -13.8 
60年 -10.8 -10.8 -10.8 -8.1 -11.5 -11.5 
80年 -9.6 -9.6 -9.6 -7.2 -10.1 -10.1 
0 1 1-1 1-2 ２ ３
 
図 7-2-4(５) N 流域での２０５０Ｂシナリオにおける浄水管路耐用年数と総合費用 
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（2 元）a、最小限の炊事と洗面用水のみ供給するケースを（2 元）b とし、検討ケースは、上水を用水供給
から供給を受けるケースをそれぞれ（２元）1ａ、１ｂとし、上水を自己水源のみで対応するケースを（2元）2ａ、




















洗濯 38 26 56 64 49
風呂 107 106 84 100 115
炊事 40 32 47 29 26
水洗便所 46 44 46 31 22
洗面 19 19 10 23 20
その他 14 23 15 25 30
計 264 250 258 272 262
a 上水（風呂・炊事・洗面） 166 157 141 152 161
b 上水（炊事・洗面） 59 51 57 52 46
 
表 7-2-5（２） ２元給水の給水量内訳               （単位：m3/人/日） 
ケース 上水利用 シナリオ 給水量 上水 中水 
２０００ 0.4 0.2  0.2 （2 元） ａ 炊事飲用、洗面
風呂 ２０５０Ｂ 0.3 0.15 0.15 
２０００ 0.4 0.05 0.35 （2 元） ｂ 炊事飲用、洗面 
２０５０Ｂ 0.3 0.0375 0.2625 
 
表 7-2-5(３) 現況（２０００）シナリオにおける 2 元給水の検討ケース別給水内訳 （単位：万 m3/日） 
 上水 中水 河川還流水 
ケース 用水供給 自己水（河川水） 下水処理水 下水処理水 
 I 流域 N 流域 I 流域 N 流域 I 流域 N流域 I 流域 N流域 
（2 元）１a 5.0 5.0   5.0 5.0 5.0 5.0 
（2 元）１ｂ 1.25 1.25   8.75 8.75 1.25 1.25 
（2 元）２a   5.0 5.0 5.0 5.0 5.0 5.0 
（2 元）２b   1.25 1.25 8.75 8.75 1.25 1.25 
１－１ 4.0 8.0 6.0 2.0   10.0 6.0 
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表 7-2-5(４) 将来（２０５０Ｂ）シナリオにおける 2 元給水検討ケース別給水内訳 （単位：万 m3/日） 
 上水 中水 河川還流水 
ケース 用水供給 自己水（河川水） 下水処理水 下水処理水 
 I 流域 N 流域 I 流域 N 流域 I 流域 N流域 I 流域 N流域 
（2 元）１a 3.2 2.7   3.2 2.7 3.2 2.7 
（2 元）１ｂ 0.8 0.675   5.5 4.725 0.8 0.675 
（2 元）２a   3.2 2.7 3.2 2.7 3.2 2.7 
（2 元）２b   0.8 0.675 5.5 4.725 0.8 0.675 
１－１ 2.5 4.3 3.8 1.1   6.3 3.24 







表 7-2-5 (５) 2 元給水の水使用用途別の断水被害額           （単位：円/人/日） 
  上中水計 上水（２元）a 中水（２元）a 上水（２元）b 中水（２元）b
生活用  7000 3000 4000 2000 5000
 炊事 2000 2000 2000 
 洗濯 2000 2000  2000
 風呂 1000 1000  1000
 トイレ 2000 2000  2000
業務営業  19000 19000  19000
工業  7000 7000  7000
合計  33000 3000 30000 2000 31000
 
(3) 2 元給水管路 
これまでの検討では、管路の管径構成は、水道統計の府内市町村分を基に、1万ｍ３以下、１～３万ｍ３
と３～５万ｍ３、５～１０万ｍ３、１０～３０万ｍ３と５段階で管径別の平均延長比を求めI、N流域の管路構成を
設定したが、2 元給水では各分割流域の給水量はほとんどが 1 万 m3以下となること、また管路が総合費
用の評価に大きな影響を与えることから、新たに給水量３万 m3以下の水道事業体を対象として給水規模
と管径別延長割合の関係を求めた（図 7-2-5（１））。 
表 7-2-5（６）に給水量の管径割合の関係式、表 7-2-5（７）～（１０）に関係式より求めた I、N 流域の配
水管の管径別内訳を示す。 
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y = -0.0084x + 0.6029
y = -0.0154x + 0.3654
























図 7-2-5(１) 水道事業体の浄水給水量と管路の口径別延長割合 
 
 





Φ600 以上 y＝0 
 
表 7-2-5（７） 現況（２０００）シナリオにおける I 流域の配水管の管径別内訳（単位：ｋｍ） 
I 流域 （２元）a （２元）b 
管径（mm） 上水管 中水管 上水管 中水管 
Φ50～100 746 746 757 735 
Φ150～250 434 434 454 413 
Φ300～500 78 78 46 110 
Φ600 以上 0 0 0 0 
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表 7-2-5（８） 将来（２０５０Ｂ）シナリオにおける I 流域の配水管の管径別内訳（単位：ｋｍ） 
I 流域 （２元）a （２元）b 
管径（mm） 上水管 中水管 上水管 中水管 
Φ50～100 712 712 719 705
Φ150～250 420 420 433 407
Φ300～500 60 60 40 79
Φ600 以上 0 0 0 0
合計 1196 1196 1196 1196
 
表 7-2-5（９） 現況（２０００）シナリオにおける N 流域の配水管の管径別内訳（単位：ｋｍ） 
N 流域 （２元）a （２元）b 
管径（mm） 上水管 中水管 上水管 中水管 
Φ50～100 362 362 367 357
Φ150～250 211 211 220 202
Φ300～500 35 35 22 49
Φ600 以上 0 0 0 0
合計 611 611 611 611
 
表 7-2-5（１０） 将来（２０５０Ｂ）シナリオにおける N 流域の配水管の管径別内訳（単位：ｋｍ） 
N 流域 （２元）a （２元）b 
管径（mm） 上水管 中水管 上水管 中水管 
Φ50～100 295 295 297 292 
Φ150～250 175 175 179 171 
Φ300～500 22 22 16 28 
Φ600 以上 0 0 0 0 
合計 493 493 493 493 
 





























LCC－エネ -37.2 -34.1 -36.0 -34.0 -31.8 -31.1 
エネルギー -8.2 -6.8 -7.6 -6.5 -7.2 -6.0 
CO2 -3.2 -2.7 -2.9 -2.6 -2.6 -2.2 
（2元）１a （2元）１ｂ （2元）２a （2元）２b １－１ １－２
 





















LCC－エネ -31.8 -29.8 -30.8 -29.6 -25.5 -25.0 
エネルギー -5.8 -5.0 -5.4 -4.8 -5.0 -4.2 
CO2 -2.4 -2.1 -2.2 -2.0 -1.9 -1.6 
（2元）１a （2元）１ｂ （2元）２a （2元）２b １－１ １－２
 
 
図 7-2-5(３) 将来（20５0B）シナリオにおける I 流域 2 元給水のケース別 LCA・LCC 指標 




















LCC－エネ -27.7 -25.1 -26.1 -24.8 -26.3 -25.4 
エネルギー -7.0 -5.7 -5.5 -5.4 -7.8 -5.5 
CO2 -2.6 -2.2 -2.1 -2.0 -2.7 -2.0 
（2元）１a （2元）１ｂ （2元）２a （2元）２b １－１ １－２
 

















LCC－エネ -19.8 -18.0 -18.8 -17.8 -17.9 -17.3 
エネルギー -4.5 -3.6 -3.7 -3.4 -4.4 -3.2 
CO2 -1.7 -1.4 -1.4 -1.3 -1.6 -1.2 
（2元）１a （2元）１ｂ （2元）２a （2元）２b １－１ １－２
 
















ケース qo(m３/人/日) a b 
２０００ 0.4 734665 22.26 
２０５０B 0.3 1014768 30.75 
2000（2 元） aｔ 0.2 104315 34.75 
2050B(2 元）aｔ 0.15 145899 48.57 
2000（2 元） ｂｔ 0.05 322923. 161.6 


































自己河川水 0.0 0.0 0.0 0.0 










図 7-2-5(６) 現況（2000）シナリオにおける Ｉ流域の 2元給水渇水被害 
ケース 淀川 石川 西除川 
2000 77.8 1.31 0.88 
2050B 64.2 1.12 0.67 
2000at 68.5 0.93 0.64 
2050Bat 59.9 0.68 0.36 
2000bt 64.3 0.42 0.21 
2050Bｂt 55.6 0.36 0.12 
表 7-2-5（１２）各河川別の取水制限開始流量 
              QN(365)(単位：ｍ３/s) 






















自己河川水 -0.2 -0.6 0.0 -0.1 






























自己河川水 0.0 0.0 0.0 -0.2 































自己河川水 -0.3 -0.8 0.0 -0.3 










図 7-2-5(９) 将来（20５0B）シナリオにおけるＮ流域の 2元給水渇水被害 







































用水供給 -0.05 -0.03 0.00 0.00 -0.20 0.00 






































用水供給 -0.04 -0.02 0.00 0.00 -0.17 0.00 










図 7-2-5（１１） 将来（20５0B）シナリオにおける I 流域の２元給水ケース別平常時事故指標 






























用水供給 -0.05 -0.03 0.00 0.00 -0.40 0.00 







































用水供給 -0.03 -0.02 0.00 0.00 -0.29 0.00 










































流量指標（億円） -2.1 -3.2 -3.6 -3.6 -2.9 -5.1 






























流量指標（億円） -3.5 -5.4 -5.7 -5.7 -5.2 -6.6 










図 7-2-5(1５) I 流域における 2050B シナリオでの２元給水による流量･水質指標 




















流量指標（億円） -1.3 -2.7 -3.4 -3.4 -0.3 -3.4 






























流量指標（億円） -2.8 -3.9 -4.3 -4.3 -2.1 -4.3 
















一方、給水エリアが集中しているＮ流域においては、２重配管が LCC に及ぼす影響が少ないため、 
現状シナリオ（２０００）では、２元給水の２元１b が従来の一元給水より有利になるという結果が得られた。









表 7-2-5(1３)  I 流域での２０００シナリオにおける２元給水の総合評価   （単位：億円/年） 
ケース １－１ １－２ （2 元）１a （2 元）１ｂ （2 元）２a （2 元）２b 
河川流域指標 16.2 14.2 16.1 17.1 16.1 15.7 
水道指標 -3.8 -3.5 -3.3 -3.3 -4.0 -4.1 
地球環境 -11.0 -9.5 -12.6 -10.8 -11.7 -10.3 
小計（域水環境指数） 1.4 1.3 0.2 3.1 0.3 1.3 
LCC-エネ -35.1 -34.4 -40.5 -37.4 -39.3 -37.3 
計（域水指数） -33.7 -33.1 -40.2 -34.3 -39.0 -36.0 
 
 
表 7-2-5(１４)  I 流域での２０５０Ｂシナリオにおける２元給水の総合評価  （単位：億円/年） 
ケース １－１ １－２ （2 元）１a （2 元）１ｂ （2 元）２a （2 元）２b 
河川流域指標 14.3 13.0 15.1 14.9 14.2 14.0 
水道指標 -3.2 -2.8 -3.7 -2.5 -3.0 -2.9 
地球環境 -7.9 -6.9 -9.2 -8.2 -8.7 -7.9 
小計（域水環境指数） 3.3 3.3 2.1 4.1 2.4 3.2 
LCC-エネ -28.9 -28.4 -35.2 -33.2 -34.2 -33.0 
計（域水指数） -25.6 -25.1 -33.1 -29.1 -31.8 -29.8 
 
 
表 7-2-5(１５)  N 流域での２０００シナリオにおける２元給水の総合評価  （単位：億円/年） 
ケース １－１ １－２ （2 元）１a （2 元）１ｂ （2 元）２a （2 元）２b 
河川流域指標 -5.5 -7.0 -6.0 -6.7 -7.1 -7.0 
水道指標 -3.8 -4.0 -3.0 -3.0 -3.8 -3.9 
地球環境 -11.7 -8.6 -10.7 -9.0 -8.8 -8.5 
小計（域水環境指数） -20.9 -19.7 -19.7 -18.8 -19.6 -19.4 
LCC-エネ -28.1 -27.2 -29.5 -26.9 -27.9 -26.6 
計（域水指数） -49.１ -46.9 -49.1 -45.7 -47.5 -46.1 
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表 7-2-5(１６)  N 流域での２０５０Ｂシナリオにおける２元給水の総合評価  （単位：億円/年） 
ケース １－１ １－２ （2 元）１a （2 元）１ｂ （2 元）２a （2 元）２b 
河川流域指標 -6.5 -7.7 -6.9 -7.5 -7.7 -7.7 
水道指標 -4.5 -3.1 -3.3 -2.2 -3.0 -2.9 
地球環境 -6.8 -5.2 -7.0 -5.8 -5.9 -5.5 
小計（域水環境指数） -17.9 -15.9 -17.2 -15.4 -16.6 -16.0 
LCC-エネ -19.9 -19.4 -21.8 -20.0 -20.8 -19.8 






計欄参照）、Ｎ流域ではなお満たしていない（表 7-2-5(１５), 7-2-5(１６)小計欄参照）。 




























いてそれぞれ N2、N３、N4 に人口を集積し土地利用を高密度化した（表 7-2-6（５）～（８））。 
 






















I-1 2 26 1 1 1 4 35 2 28 571 
I-2 3 38 5 1 2 6 55 5 41 909 
I-3 8 35 8 2 3 14 70 9 43 1286 
I-4 12 20 11 3 4 10 60 9 32 1500 
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I-1 3 30 0 1 1 0 35 0 33 0 
I-2 8 44 0 1 2 0 55 0 52 0 
I-3 8 35 8 2 3 14 70 13 43 1857 
I-4 12 20 11 3 4 10 60 12 32 2000 
合計 31 129 19 7 10 24 220 25 160 1136 
 






















I-1 2 26 1 1 1 4 35 1 28 286 
I-2 4 38 4 1 2 6 55 4 42 727 
I-3 8 35 8 2 3 14 70 8 43 1143 
I-4 13 20 8 4 5 10 60 8 33 1333 
合計 27 119 21 8 11 34 220 21 146 955 
                                ↓ 






















I-1 3 30 0 1 1 0 35 0 33 0 
I-2 8 44 0 1 2 0 55 0 52 0 
I-3 8 35 8 2 3 14 70 10 43 1429 
I-4 13 20 8 4 5 10 60 11 33 1833 
合計 32 129 16 8 11 24 220 21 161 955 
 






















N1 4 6 5 1 1 3 20 7 10 3500
N2 2 0 5 1 1 1 10 6 2 6000
N3 2 0 5 1 1 1 10 6 2 6000
N4 2 0 5 1 1 1 10 6 2 6000
合計 10 6 20 4 4 6 50 25 16 5000
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N1 9 9 0 1 1 0 20 0 18 0
N2 2 0 5 1 1 1 10 8.33 2 8333 
N3 2 0 5 1 1 1 10 8.33 2 8333 
N4 2 0 5 1 1 1 10 8.33 2 8333 
合計 15 9 15 4 4 3 50 25 24 5000
 






















N1 5 6 4 1 1 3 20 6 11 3000
N2 3 0 3 2 1 1 10 4 3 4000
N3 2 0 3 1 2 2 10 4 2 4000
N4 2 0 4 1 1 2 10 4 2 4000
合計 12 6 14 5 5 8 50 １8 18 3600
                                ↓ 






















N1 9 9 0 1 1 0 20 0 18 0
N2 3 0 3 2 1 1 10 6 3 6000
N3 2 0 3 1 2 2 10 6 2 6000
N4 2 0 4 1 1 2 10 6 2 6000































Ｉ流域 25 119 30.6 31 129 35.16 4.56
Ｎ流域 10 6 6 15 9 9 3
 
表７-2-6（10） ２０５０Ｂシナリオでの都市のコンパクト化による自然緑地指標の変化 
















Ｉ流域 27 119 31.62 32 129 35.67 4.05











表７-2-6（11） コンパクト化後の上水道配管内訳（２０００）                 （単位：ｋｍ） 
  I 流域 N 流域 
  （２元）a （２元）b （２元）a （２元）b 
管径（ｍｍ） 上水管 中水管 上水管 中水管 上水管 中水管 上水管 中水管 
Φ50～100 534 534 548 519 314 314 320 309 
Φ150～250 300 300 326 273 181 181 192 171 
Φ300～500 80 80 39 121 36 36 20 52 
Φ600～700 0 0 0 0 0 0 0 0 
Φ800～900 0 0 0 0 0 0 0 0 
Φ1000 以上 0 0 0 0 0 0 0 0 
合計 918 918 918 918 534 534 534 534 
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表７-2-6（12） コンパクト化後の上水道配管内訳（２０５０Ｂ）               （単位：ｋｍ） 
  I 流域 N 流域 
  （２元）a （２元）b （２元）a （２元）b 
管径（ｍｍ） 上水管 中水管 上水管 中水管 上水管 中水管 上水管 中水管 
Φ50～100 502 502 510 493 248 248 250 246 
Φ150～250 290 290 306 275 146 146 151 142 
Φ300～500 55 55 32 79 21 21 14 27 
Φ600～700 0 0 0 0 0 0 0 0 
Φ800～900 0 0 0 0 0 0 0 0 
Φ1000 以上 0 0 0 0 0 0 0 0 
合計 850 850 850 850 417 417 417 417 
表７-2-6（13） コンパクト化後の下水道配管内訳（２０００）                （単位：ｋｍ） 
  I 流域 N 流域 
 管径 I-1 I-2 I-3 I-4 計 N-1 N-2 N-3 N-4 計 
Φ200 0 0 135 123 258 0 77 77 77 231 
Φ250 0 0 66 60 125 0 37 37 37 112 
Φ300 0 0 32 29 61 0 18 18 18 55 
Φ400 0 0 15 14 30 0 9 9 9 27 
Φ500 0 0 8 7 14 0 4 4 4 13 
Φ600 0 0 4 3 7 0 2 2 2 6 
Φ700 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 
Φ900 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 
計 0 0 259 237 495 0 148 148 148 444 
表７-2-6（14） コンパクト化後の下水道配管内訳（２０５０Ｂ）               （単位：ｋｍ） 
  I 流域 N 流域 
 管径 I-1 I-2 I-3 I-4 計 N-1 N-2 N-3 N-4 計 
Φ200 0 0 108 114 223 0 57 57 57 170 
Φ250 0 0 53 56 108 0 27 27 27 82 
Φ300 0 0 26 27 53 0 13 13 13 40 
Φ400 0 0 12 13 26 0 6 6 6 19 
Φ500 0 0 6 6 12 0 3 3 3 9 
Φ600 0 0 3 3 6 0 2 2 2 5 
Φ700 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 
Φ900 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 
計 0 0 208 220 428 0 109 109 109 326 
 










表７-2-6（15） コンパクトシティにおける上下水道管路の地球環境と LCC 指標（２０００） 
  Ｉ流域            （単位：億円/年） Ｎ流域          （単位：億円/年） 
ケース ｴﾈﾙｷﾞｰ CO2 LCA 計 LCC ｴﾈﾙｷﾞｰ CO2 LCA 計 LCC 
（2 元）１a -1.14 -0.73 -1.87 -22.77 -0.81 -0.52 -1.33 -16.17 
（2 元）１ｂ -1.14 -0.73 -1.87 -22.77 -0.81 -0.52 -1.33 -16.17 
（2 元）２a -1.14 -0.73 -1.87 -22.77 -0.81 -0.52 -1.33 -16.17 
（2 元）２b -1.14 -0.73 -1.87 -22.77 -0.81 -0.52 -1.33 -16.17 
1－１ -0.83 -0.53 -1.36 -16.58 -0.63 -0.40 -1.03 -12.57 
1－２ -0.83 -0.53 -1.36 -16.58 -0.63 -0.40 -1.03 -12.57 
表７-2-6（16） 都市のコンパクト化による地球環境と LCC 指標への効果（２０００） 
  Ｉ流域            （単位：億円/年） Ｎ流域          （単位：億円/年） 
ケース ｴﾈﾙｷﾞｰ CO2 LCA 計 LCC ｴﾈﾙｷﾞｰ CO2 LCA 計 LCC 
（2 元）１a 0.28 0.18 0.46 5.58 0.06 0.04 0.10 1.22 
（2 元）１ｂ 0.28 0.18 0.46 5.58 0.06 0.04 0.10 1.22 
（2 元）２a 0.28 0.18 0.46 5.58 0.06 0.04 0.10 1.22 
（2 元）２b 0.28 0.18 0.46 5.58 0.06 0.04 0.10 1.22 
1－１ 0.16 0.10 0.27 3.25 0.04 0.02 0.06 0.70 
1－２ 0.16 0.10 0.27 3.25 0.04 0.02 0.06 0.70 
 
表７-2-6（17） コンパクトシティにおける上下水道管路の地球環境と LCC 指標（２０５０Ｂ） 
  Ｉ流域            （単位：億円/年） Ｎ流域          （単位：億円/年） 
ケース ｴﾈﾙｷﾞｰ CO2 LCA 計 LCC ｴﾈﾙｷﾞｰ CO2 LCA 計 LCC 
（2 元）１a -1.01 -0.65 -1.67 -20.25 -0.61 -0.39 -1.00 -12.12 
（2 元）１ｂ -1.01 -0.65 -1.67 -20.25 -0.61 -0.39 -1.00 -12.12 
（2 元）２a -1.01 -0.65 -1.67 -20.25 -0.61 -0.39 -1.00 -12.12 
（2 元）２b -1.01 -0.65 -1.67 -20.25 -0.61 -0.39 -1.00 -12.12 
1－１ -0.73 -0.47 -1.20 -14.52 -0.47 -0.30 -0.77 -9.31 
1－２ -0.73 -0.47 -1.20 -14.52 -0.47 -0.30 -0.77 -9.31 
   
 
211 
表７-2-6（18） 都市のコンパクト化による地球環境と LCC 指標への効果（２０５０Ｂ） 
  Ｉ流域            （単位：億円/年） Ｎ流域          （単位：億円/年） 
ケース ｴﾈﾙｷﾞｰ CO2 LCA 計 LCC ｴﾈﾙｷﾞｰ CO2 LCA 計 LCC 
（2 元）１a 0.28 0.18 0.46 5.53 0.06 0.04 0.10 1.27 
（2 元）１ｂ 0.28 0.18 0.46 5.53 0.06 0.04 0.10 1.27 
（2 元）２a 0.28 0.18 0.46 5.53 0.06 0.04 0.10 1.27 
（2 元）２b 0.28 0.18 0.46 5.53 0.06 0.04 0.10 1.27 
1－１ 0.16 0.10 0.26 3.21 0.04 0.02 0.06 0.75 

















表 7-2-6（19） I 流域における２０００シナリオでの都市のコンパクト化効果の総括（単位：億円/年） 
ケース １－１ １－２ （2 元）１a （2 元）１ｂ （2 元）２a （2 元）２b 
地球環境 0.27 0.27 0.46 0.46 0.46 0.46
自然緑地 4.56 4.56 4.56 4.56 4.56 4.56
LCC 3.25 3.25 5.58 5.58 5.58 5.58
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表 7-2-6（20） I 流域における２０５０Ｂシナリオでの都市のコンパクト化効果の総括（単位：億円/年） 
ケース １－１ １－２ （2 元）１a （2 元）１ｂ （2 元）２a （2 元）２b 
地球環境 0.26 0.26 0.46 0.46 0.46 0.46
自然緑地 4.05 4.05 4.05 4.05 4.05 4.05
LCC 3.21 3.21 5.53 5.53 5.53 5.53
合計 7.52 7.52 10.04 10.04 10.04 10.04
 
表 7-2-6（21） N 流域における２０００シナリオでの都市のコンパクト化効果の総括（単位：億円/年） 
ケース １－１ １－２ （2 元）１a （2 元）１ｂ （2 元）２a （2 元）２b 
地球環境 0.06 0.06 0.10 0.10 0.10 0.10
自然緑地 3.00 3.00 3.00 3.00 3.00 3.00
LCC 0.70 0.70 1.22 1.22 1.22 1.22
合計 3.76 3.76 4.32 4.32 4.32 4.32
 
表 7-2-6（22） N 流域における２０５０Ｂシナリオでの都市のコンパクト化効果の総括（単位：億円/年） 
ケース １－１ １－２ （2 元）１a （2 元）１ｂ （2 元）２a （2 元）２b 
地球環境 0.06 0.06 0.10 0.10 0.10 0.10
自然緑地 2.49 2.49 2.49 2.49 2.49 2.49
LCC 0.75 0.75 1.27 1.27 1.27 1.27
合計 3.30 3.30 3.86 3.86 3.86 3.86
 
表 7-2-6（23） I 流域における２０００シナリオでの都市のコンパクト化後の総合指標値（単位：億円/年） 
ケース １－１ １－２ (2 元）１a (2 元）１ｂ (2 元）２a (2 元）２b 
河川流域指標 20.8 18.8 20.7 21.7 20.6 20.3 
水道指標 -3.8 -3.5 -3.3 -3.3 -4.0 -4.1 
地球環境 -10.8 -9.2 -12.1 -10.3 -11.3 -9.8 
小計（域水環境指数） 6.2 6.1 5.3 8.1 5.3 6.3 
LCC-エネ -31.8 -31.1 -34.9 -31.9 -33.7 -31.7 











表 7-2-6（24） I 流域における２０Ｂ０Ｂシナリオでの都市のコンパクト化後の総合指標値（単位：億円/年） 
ケース １－１ １－２ （２元）１a （２元）１ｂ （２元）２a （２元）２b 
河川流域指標 18.4 17.1 19.1 18.9 18.2 18.0 
水道指標 -3.2 -2.8 -3.7 -2.5 -3.0 -2.9 
地球環境 -7.6 -6.6 -8.8 -7.7 -8.3 -7.4 
小計（域水環境指数） 7.6 7.6 6.6 8.6 6.9 7.7 
LCC-エネ -25.7 -25.2 -29.6 -27.7 -28.7 -27.5 
計 -18.1 -17.6 -23.1 -19.0 -21.8 -19.8 
 
表 7-2-6（25） N 流域における２０００シナリオでの都市のコンパクト化後の総合指標値（単位：億円/年） 
ケース １－１ １－２ （2 元）１a （2 元）１ｂ （2 元）２a （2 元）２b 
河川流域指標 -2.5 -4.0 -3.0 -3.7 -4.1 -4.0 
水道指標 -3.8 -4.0 -3.0 -3.0 -3.8 -3.9 
地球環境 -11.6 -8.6 -10.6 -8.9 -8.6 -8.4 
小計（域水環境指数） -17.9 -16.6 -16.6 -15.7 -16.5 -16.3 
LCC-エネ -27.4 -26.5 -28.2 -25.7 -26.7 -25.4 
計（域水指標） -45.3 -43.2 -44.8 -41.3 -43.2 -41.7 
 
表7-2-6（26） N域における２０５０Ｂシナリオでので都市のコンパクト化後の総合指標値（単位：億円/年） 
ケース １－１ １－２ （２元）１a （２元）１ｂ （２元）２a （２元）２b 
河川流域指標 -4.1 -5.2 -4.4 -5.0 -5.2 -5.2 
水道指標 -4.5 -3.1 -3.3 -2.2 -3.0 -2.9 
地球環境 -6.7 -5.1 -6.9 -5.7 -5.8 -5.4 
小計（域水環境指数） -15.3 -13.3 -14.6 -12.8 -14.0 -13.4 
LCC-エネ -19.2 -18.6 -20.5 -18.8 -19.5 -18.5 
















るが、人工密度が 1 万人/km2 を超過するとむしろ悪化する要因が生じることも考えられるが、ここでは N
流域における現状（２０００）シナリオで１．３万人/km2（表 7-2-6（27））、将来（２０５０）シナリオで９万人
/km2（表 7-2-6（28））まで人口密度を増大するケース C2 についても検討した。 
Ｎ流域における更なるコンパクト化の効果を表 7-2-6（29）、表 7-2-6（30）に、総合指標値を表 7-2-6


























N1 9 9 0 1 1 0 20 0 18 0
N2 7 1 0 1 1 0 10 0 8 0
N3 2 0 5 1 1 1 10 12 2 12000
N4 2 0 5 1 1 1 10 13 2 13000
合計 20 10 10 4 4 2 50 25 30 5000
 






















N1 9 9 0 1 1 0 20 0 9 0
N2 6 1 0 2 1 0 10 0 6 0
N3 2 0 3 1 2 2 10 9 2 9000
N4 2 0 4 1 1 2 10 9 2 9000
合計 19 10 7 5 5 4 50 18 19 3600
 
表 7-2-6（29） N 流域における都市のコンパクト化の効果（２０００-Ｃ２）      (単位：億円/年) 
ケース １－１ １－２ （2 元）１a （2 元）１ｂ （2 元）２a （2 元）２b 
地球環境 0.08 0.08 0.14 0.14 0.14 0.14 
自然緑地 5.70 5.70 5.7 5.7 5.7 5.7
LCC 0.98 0.98 1.76 1.76 1.76 1.76 
合計 6.76 6.76 7.60 7.60 7.60 7.60 




表 7-2-6（30） N 流域における都市のコンパクト化の効果（２０５０Ｂ‒Ｃ２）     (単位：億円/年) 
ケース １－１ １－２ （2 元）１a （2 元）１ｂ （2 元）２a （2 元）２b 
地球環境 0.09 0.09 0.15 0.15 0.15 0.15 
自然緑地 4.17 4.17 4.17 4.17 4.17 4.17
LCC 1.08 1.08 1.85 1.85 1.85 1.85 
合計 5.33 5.33 6.17 6.17 6.17 6.17 
 
表 7-2-6（31） N 流域での都市のコンパクト化後の総合指標値（２０００-Ｃ２）    (単位：億円/年) 
ケース １－１ １－２ （2 元）１a （2 元）１ｂ （2 元）２a （2 元）２b 
河川流域指標 0.2 -1.3 -0.3 -1.0 -1.4 -1.3 
水道指標 -3.8 -4.0 -3.0 -3.0 -3.8 -3.9 
地球環境 -11.6 -8.6 -10.5 -8.9 -8.6 -8.4 
小計 -15.1 -13.9 -13.8 -12.9 -13.8 -13.6 
LCC-エネ -27.1 -26.2 -27.7 -25.1 -26.2 -24.9 
計 -42.3 -40.2 -41.5 -38.1 -39.9 -38.5 
 
表 7-2-6（32） N 流域での都市のコンパクト化後の総合指標値（２０５０Ｂ‒Ｃ２）   (単位：億円/年) 
ケース １－１ １－２ （２元）１a （２元）１ｂ （２元）２a （２元）２b 
河川流域指標 -2.4 -3.5 -2.7 -3.3 -3.5 -3.5 
水道指標 -4.5 -3.1 -3.3 -2.2 -3.0 -2.9 
地球環境 -6.7 -5.1 -6.8 -5.6 -5.8 -5.3 
小計 -13.6 -11.6 -12.9 -11.1 -12.2 -11.7 
LCC-エネ -18.9 -18.3 -20.0 -18.0 -19.0 -17.7 




































表 7-2-7（１） I、Ｎ流域での土地利用誘導の効果 (単位：億円/年) 
  ２０００ ２０５０B 
 I 流域 N 流域 I 流域 N 流域 
洪水被害 2.4 1.6 4.3 3.3
接近度 4.0 6.9 4.0 6.9
自然度 5.6 1.1 5.6 1.1
合計 12.1 9.6 13.9 11.3











表 7-2-7（２） I 流域での土地利用誘導後の指標値（２０００－C-R）     (単位：億円/年) 
ケース １－１ １－２ (2 元）１a (2 元）１ｂ (2 元）２a (2 元）２b 
河川流域指標 32.9 30.8 32.7 33.7 32.7 32.3 
水道指標 -3.8 -3.5 -3.3 -3.3 -4.0 -4.1 
地球環境 -10.8 -9.2 -12.1 -10.3 -11.3 -9.8 
小計（域水健全度） 18.3 18.2 17.3 20.2 17.4 18.4 
LCC-エネ -31.8 -31.1 -34.9 -31.9 -33.7 -31.7 
合計（域水指数） -13.5 -13.0 -17.6 -11.7 -16.3 -13.4 
 
表 7-2-7（３） I 流域での土地利用誘導後の指標値（２０５０B－C-R）     (単位：億円/年) 
ケース １－１ １－２ (2 元）１a (2 元）１ｂ (2 元）２a (2 元）２b 
河川流域指標 32.3 31.0 33.0 32.8 32.2 31.9 
水道指標 -3.2 -2.8 -3.7 -2.5 -3.0 -2.9 
地球環境 -7.6 -6.6 -8.8 -7.7 -8.3 -7.4 
小計（域水健全度） 21.5 21.5 20.5 22.6 20.8 21.6 
LCC-エネ -25.7 -25.2 -29.6 -27.7 -28.7 -27.5 
合計（域水指数） -4.2 -3.7 -9.2 -5.1 -7.9 -5.9 
 
表 7-2-7（４） N 流域での土地利用誘導後の指標値（２０００－C２-R）    (単位：億円/年) 
ケース １－１ １－２ (2 元）１a (2 元）１ｂ (2 元）２a (2 元）２b 
河川流域指標 9.8 8.2 9.3 8.5 8.2 8.2 
水道指標 -3.8 -4.0 -3.0 -3.0 -3.8 -3.9 
地球環境 -11.6 -8.6 -10.5 -8.9 -8.6 -8.4 
小計（域水健全度） -5.6 -4.4 -4.3 -3.3 -4.2 -4.0 
LCC-エネ -27.1 -26.2 -27.7 -25.1 -26.2 -24.9 
合計（域水指数） -32.7 -30.6 -32.0 -28.5 -30.4 -28.9 
 




表 7-2-7（５） N 流域での土地利用誘導後の指標値（２０５０B－C２-R）   (単位：億円/年) 
ケース １－１ １－２ (2 元）１a (2 元）１ｂ (2 元）２a (2 元）２b 
河川流域指標 8.9 7.8 8.5 7.9 7.8 7.8 
水道指標 -4.5 -3.1 -3.3 -2.2 -3.0 -2.9 
地球環境 -6.7 -5.1 -6.8 -5.6 -5.8 -5.3 
小計（域水健全度） -2.4 -0.4 -1.6 0.2 -1.0 -0.4 
LCC-エネ -18.9 -18.3 -20.0 -18.0 -19.0 -17.7 








表 7-2-7（６） I 流域での地球環境指標値の削減割合（２０００－C-R） 
 2000 ２０００－Ｃ－Ｒ 
 ０ １－１ １－２ (2 元）１a (2 元）１ｂ (2 元）２a (2 元）２b 
地球環境（億円/年） -7.6 -10.8 -9.2 -12.1 -10.3 -11.3 -9.8 
削減率（％）  -42 -21 -60 -36 -48 -30 
 
表 7-2-7（７） I 流域での地球環境指標値の削減割合（２０５０B－C-R） 
 2000 ２０５０Ｂ－Ｃ－Ｒ 
 ０ １－１ １－２ (2 元）１a (2 元）１ｂ (2 元）２a (2 元）２b 
地球環境（億円/年） -7.6 -7.6 -6.6 -8.8 -7.7 -8.3 -7.4 
削減率（％）  -1 13 -16 -2 -9 2 
 
表 7-2-7（８） N 流域での地球環境指標値の削減割合（２０００－C２-R） 
 2000 ２０００－Ｃ２－Ｒ 
 ０ １－１ １－２ (2 元）１a (2 元）１ｂ (2 元）２a (2 元）２b 
地球環境（億円/年） -9.2 -11.6 -8.6 -10.5 -8.9 -8.6 -8.4 
削減率（％）  -26 7 -15 3 6 9 
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表 7-2-7（９） N 流域での地球環境指標値の削減割合（２０５０B－C２-R） 
 2000 ２０５０Ｂ－Ｃ－Ｒ 
 ０ １－１ １－２ (2 元）１a (2 元）１ｂ (2 元）２a (2 元）２b 
地球環境（億円/年） -9.2 -6.7 -5.1 -6.8 -5.6 -5.8 -5.3 











表 7-2-7（10） Ｉ流域での地球環境指標値の削減割合 
 ２０００ ２０５０B 
 ０ １－１ １－２ （２元）１a （２元）１ｂ （２元）２a （２元）２b
地球環境（億円/年） -7.6 -6.6 -5.6 -7.7 -6.7 -7.2 -6.4 
削減率（％）  13 27 -2 12 5 16 
 
 



















0、1、2、3 ① ①+② ①+②+③   
1-1、1-2 ① ①+② ①+②+③  ①+②+③+⑤ 
２０００ 
1a,1b,2a,2b    ①+②+③+④ ①+②+③+④+⑤ 
0、1、2、3 ① ①+②    ２０５０A 
1-1、1-2 ① ①+②    
0、1、2、3 ① ①+② ①+②+③   
1-1、1-2 ① ①+② ①+②+③  ①+②+③+⑤ 
２０５０B 




































管路高機能化 8.6 8.6 8.6 8.0 9.6 8.9 
浄水膜処理 1.8 1.6 2.1 3.1 0.0 1.2 
流域対策 0.5 2.7 0.2 0.3 0.3 0.7 
0 1 1-1 1-2 2 3
 




















管路高機能化 4.8 4.8 4.8 3.3 5.1 5.1 
浄水膜処理 1.0 0.8 0.8 4.0 0.0 0.0 
流域対策 1.6 2.8 1.1 3.5 1.4 1.1 
0 1 1-1 1-2 2 3
 
図 7-3-８（２） ２０００シナリオでの N 流域における新たな対策の効果 
 
 



















管路高機能化 7.6 7.6 7.6 6.9 8.5 7.9 
浄水膜処理 1.5 1.4 1.7 2.6 0.0 1.0 
流域対策 0.9 10.3 0.6 1.6 0.6 2.1 
0 1 1-1 1-2 2 3
 





















管路高機能化 2.8 2.8 2.8 2.4 3.0 3.0 
浄水膜処理 0.7 0.6 0.6 2.9 0.0 0.0 
流域対策 1.5 2.4 1.7 7.7 1.4 1.8 
0 1 1-1 1-2 2 3
 
図 7-3-８（４） ２０５０B シナリオでの N流域における新たな対策の効果 
 
 




















対策なし -36.6 -47.9 -44.7 -44.5 -45.4 -44.0 
流域対策 -36.1 -45.3 -44.5 -44.3 -45.1 -43.3 
浄水膜処理 -34.3 -43.7 -42.3 -41.1 -45.1 -42.1 
管路高機能化 -25.6 -35.1 -33.7 -33.1 -35.5 -33.2 
0 1 1-1 1-2 2 3
 





















対策なし -52.6 -59.4 -55.7 -57.8 -57.7 -56.4 
流域対策 -51.0 -56.6 -54.6 -54.3 -56.3 -55.3 
浄水膜処理 -50.0 -55.8 -53.8 -50.3 -56.3 -55.3 
管路高機能化 -45.3 -51.0 -49.1 -46.9 -51.3 -50.2 
0 1 1-1 1-2 2 3
 
図 7-3-８（６） ２０００シナリオでの N 流域における新たな対策による「域水指数」の変化 
 
 




















対策なし -29.5 -47.7 -35.6 -36.2 -46.8 -36.7 
流域対策 -28.6 -37.5 -35.0 -34.7 -46.2 -34.7 
浄水膜処理 -27.1 -36.1 -33.2 -32.0 -46.2 -33.7 
管路高機能化 -19.5 -28.6 -25.6 -25.1 -37.7 -25.8 
0 1 1-1 1-2 2 3
 




















対策なし -40.6 -44.9 -43.0 -48.2 -51.2 -50.7 
流域対策 -39.1 -42.5 -41.3 -40.5 -49.8 -49.0 
浄水膜処理 -38.4 -42.0 -40.7 -37.6 -49.8 -49.0 
管路高機能化 -35.5 -39.1 -37.8 -35.3 -46.7 -45.9 
0 1 1-1 1-2 2 3
 


































土地利用誘導 12.1 12.1 9.6 9.6 
都市のコンパクト化 8.1 10.6 3.8 4.3 
１元給水 ２元給水 １元給水 ２元給水
I流域 N流域
 

















土地利用誘導 13.9 13.9 11.3 11.3 
都市のコンパクト化 7.5 10.0 3.3 3.9 
１元給水 ２元給水 １元給水 ２元給水
I流域 N流域
 
図 7-2-８（１０） ２０５０B シナリオの２元給水における都市のコンパクト化と土地利用誘導による効果 



















対策前 -33.7 -33.1 -40.2 -34.3 -39.0 -36.0 
コンパクト化 -25.6 -25.0 -29.6 -23.7 -28.4 -25.4 


























対策前 -49.1 -46.9 -49.1 -45.7 -47.5 -46.1 
コンパクト化１ -45.3 -43.2 -44.8 -41.3 -43.2 -41.7 
コンパクト化２ -42.3 -40.2 -41.5 -38.1 -39.9 -38.5 









図 7-2-８（１２） N 流域の都市のコンパクト化と土地利用誘導による「域水指数」の変化（２０００） 
 


















対策前 -25.6 -25.1 -33.1 -29.1 -31.8 -29.8 
コンパクト化 -18.1 -17.6 -23.1 -19.0 -21.8 -19.8 



























対策前 -37.8 -35.3 -39.0 -35.5 -37.4 -35.8 
コンパクト化１ -34.5 -32.0 -35.1 -31.6 -33.5 -32.0 
コンパクト化２ -32.5 -29.9 -32.8 -29.1 -31.2 -29.4 










図 7-2-８（１４） N 流域の都市のコンパクト化と土地利用誘導による「域水指数」の変化（２０５０） 
 















①２０５０A、２０５０B シナリオを比較すると、第 6 章の将来シナリオでの総合評価等により、一人当













 シナリオ ケース 流域対策 膜導入 管路高機能化 土地利用誘導等
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① 域水環境指数＝流域指標＋（地球環境指標＋河川指標＋水道指標）： +０．２億円/年（＞０） 






















































































表7-3-2(1) 現状（２０００）シナリオにおける取水基本流量の算定          （単位：万m3/日） 
 2000 取水基本流量 
 Qn(275) 取水量 下水流入 流量減 流域対策 対策前 対策後 
I 流域 8.32 8.00 -5.00  2.07 11.32 8.32 

















流域対策前 28 38 75 226 
流域対策後 33 45 89 268 
0.4 0.3 0.2 0.05
 
図7-3-2(1) 現状（２０００）シナリオにおける Ｉ流域の水資源から見た人口容量 

















流域対策前 2 2 4 8 12 
流域対策後 5 7 13 25 40 














表7-３-2(２) ２０５０シナリオにおける取水基本流量の算定              （単位：万m3/日） 
 2000 2050 ２０５０取水基本流量 
 Qn(275) 取水量 下水流入 流量減 流域対策 対策前 対策後 
I 流域 8.32 8.00 -5.00 -4.29 1.72 7.03 8.75 
N流域 1.61 2.00 -3.00 -0.68 1.12 -0.08 1.04 
 

















流域対策前 18 23 47 187 
流域対策後 22 29 58 233 


















流域対策前 0 0 0 0 0 
流域対策後 2.6 3.5 6.9 18.0 27.7 
























表7-3-2(3) 現状（２０００）シナリオにおける Ｉ流域の農業用水から見た人口容量 
   流出量(万ｍ3／年) 人口容量(万人) 
流域対策前 8651 44.3 平常時流量 
 流域対策後 9408 48.2 




   流出量（万ｍ３／年） 人口容量（万人） 
流域対策前 1593 8.2 平常時流出量 
流域対策後 2093 10.7 
総流出量 3577 18.3 
 
 
表7-3-2(５) 将来（２０５０B）シナリオにおける Ｉ流域の農業用水から見た人口容量 
   流出量（万ｍ３／年） 人口容量（万人） 
流域対策前 6737 34.5 平常時流出量 
流域対策後 7365 37.7 




   流出量（万ｍ３／年） 人口容量（万人） 
流域対策前 1239 6.3 平常時流出量 
流域対策後 1647 8.4 
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図 7-3-4（１） 水道事業体の給水量と人件費の関係 
 











































































１） 環境省：第 3 次環境基本計画,2006. 
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                       あとがき 
現在深刻化しつつある地球環境問題は、20世紀の大量生産、大量消費型の社会経済によってもた
らされたことは疑う余地はない。これに対して現在の工業社会では技術的に環境効率性を求めても、エ
ントロピー増大則から理論的に持続可能な社会の形成は不可能であり、農耕を主体とした社会へ回帰
すべきとの主張もある。しかしながら、エントロピー増大則は事実であるとしても、また地球上の生命活
動を支える太陽が後５０億年で消滅するとしてもその時間的スケールが問題であり、人類の生存スケー
ルからすれば工業化のもとで人類の英知が生み出した技術を全て否定することは出来ず、人類の持続
的な発展のためには今後とも製造技術やシステムの環境効率性の追求は不可欠である。日本の国土
では、再生可能なエネルギーだけで生きられる人口は４０００～４５００万人が限度といわれており、２０５
０年の一億人でも、その半分は自然依存生活では過剰となる。２１世紀型の持続可能な社会とは、時間
の向きを逆転させるのではなく、環境の容量というものを前提としながら進む速度や方向を調整し、将
来にわたって環境と調和しながら健康で文化的な生活機能を確保し発展させていくことが必要である。 
わが国で開催された先の洞爺湖サミットでは、地球温暖化対策として２０５０年までに温暖化ガス排出
量を現在の５０％削減することが主要国の共通目標として確認はされたものの、残念ながら具体的な対
策や数値目標は今後の課題に残された。現代文明を支える石油、天然ガス、石炭などの化石資源は、
太陽エネルギーによる光合成で形成された炭素が化石として地下に眠り、数億年という長い歳月をか
けて形成されたものである。特に石油は、地球温暖化による海底の無酸素状態という地球上における
生命の悲劇の産物として作られたものであり、これを人類が掘り出すことにより再び過去の悲劇を引き
起こし、人類を含む生命の破滅へ突き進むことだけは避けねばならない。 
土木学会特別委員会の「人口減少下の社会資本整備のあり方」で示された「わが国は世界に先ん
じて、急激な人口増加後に引き続く長期的な人口減少期を迎えようとしており、その中で活力を維持
しながら安全で自然と共生しうる社会づくりに取り組むことになる。これらは人類未踏の、また人類共
通の挑戦であり、その成功が人類の生存･発展に貢献する」ことは間違いないと考えられる。 
将来にわたって健全な社会生活を支えるために不可欠な上下水道事業は、わが国では今、拡張
の時代から維持管理や施設更新の時代に入り、新たな指標の基でどのような方向へ進むか大きな岐
路に立たされている。世界の水危機を含む地球環境問題が深刻化する中で、世界のトップランナー
として、わが国の上下水道関係者に託された使命は非常に大きいと言わねばならない。 
本研究は、こうした観点から上下水道事業は地球環境や流域の水循環とは切り離せないとして、
安定性や安全性など水道として求められる機能を含む総合的な評価指標を構築し、人類の共通理
念である持続可能性の視点からの評価も加えて、今後の望ましい上下水道システムの方向性を検討
したものである。 
本研究が、持続可能な社会を支える次世代へ向けての上下水道の再構築への一助となれば幸い
である。 
